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中華人民共和国商標法    

２００６年４月１８日 

（１９８２年８月２３日第５期全国人民代表大会常務委員会第２４期会議にて採択。１９

８３年３月１日施行。 

１９９３年２月２２日第７期全国人民代表大会常務委員会第３４期会議にて一回目改正。

国家主席第６９号令、１９９３年７月１日施行。 

２００１年１０月２７日第９期全国人民代表大会常務委員会第２４期会議にて二回目改正。

国家主席第５９号令、２００１年１２月１日施行。） 
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第一章        総    則    第一章    総    則    

第一条 第一条[立法趣旨] 

商標管理を強化し、商標専用権を保護

し、生産者及び経営者に商品と役務の品

質を保証させることを促がし、商標の信

用を維持し保護することにより、消費者

と生産者及び経営者の利益を保障し、社

会主義市場経済の発展を促進することを

目的としてこの法律を制定する。 

商標権を保護し、生産者及び経営者に商品

と役務の品質を保証させることを促がし、商

標の信用を維持し保護することにより、消費

者と生産者及び経営者の利益を保障し、社会

主義市場経済の発展を促進することを目的と

してこの法律を制定する。 

表現方法二：商標権と消費者の利益を保護

し、公平な市場競争秩序を維持し、社会主義

市場経済の発展を促進するために、この法律

を制定する。 



 2 

第二条 第二条[主管機関] 

国務院の工商行政管理部門の商標局

は、全国の商標登録及び管理業務を主管

する。 

２.国務院の工商行政管理部門は、商標

評審委員会を設置し、商標争議に係わる

事項の処理を担当する。 

国務院の工商行政管理部門の商標局は、全

国の商標登録及び管理業務を主管する。 

２.国務院の工商行政管理部門の商標評審

委員会は、商標登録争議の審判業務を担当す

る。 

３.各省、自治区、直轄市人民政府の工商行

政管理部門はその行政管轄区における商標管

理業務を担当する。 

第四条 第三条[権利の主体] 

自然人、法人又はその他の組織が、そ

の生産、製造、加工、選定又は販売する

商品について商標専用権を取得する必要

がある場合には、商標局に商品の商標登

録を出願するものとする。 

 ２.自然人、法人又はその他の組織が、

その提供する役務内容について商標専用

権を取得する必要がある場合には、商標

局に役務商標の登録を出願するものとす

る。 

 ３.この法律の商品商標に関する規定

は役務商標に適用する。 

自然人、法人又はその他の組織が自己の商

品又は役務の出所を表示するために、商標権

を取得する必要がある場合には、この法律に

基づいて登録を出願するものとする。 

２．この法律で自然人とは民事行為能力を

有し、民事責任を独立に負うことができる個

人のことをいう。 

第八条 第四条[商標の概念] 

自然人、法人又はその他の組織の商品

を他人の商品と区別することができるい

かなる視覚的標章（文字、図形、字母、

数字、立体的標識及び色彩の組合せ、並

びにこれらの要素の組合せを含む）は、

全て商標として登録出願することができ

る。    

商標は商品又は役務の出所表示、かつ自分

と他人の商標又は役務との識別が十分できる

ものでなければならない。 

２．商標は文字、図形、字母、数字、立体

的標識、色彩及びこれら要素の組合せにより

構成されることができる。 

第三条第１項 第五条[権利の客体] 

商標局の審査を経て登録された商標を

登録商標という。登録商標は、商品商標、

役務商標、団体商標及び証明商標とから

なる。商標登録権者は商標専用権を享有

し、法律の保護を受ける。 

商標局の審査を経て登録された商標を登録

商標という。登録商標は、商品商標、役務商

標、団体商標及び証明商標とからなる。商標

登録権者は商標権を享有し、法律の保護を受

ける。 

２．この法律に別途定めるものを除き、こ

の法律の商品商標に関する規定は役務商標と

団体商標、証明商標に適用する。 

第五条 第六条[共同出願] 

二以上の自然人、法人又はその他の組 二以上の自然人、法人又はその他の組織は、
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織は、商標局に共同で同一の商標登録を

出願し、共同で同商標専用権を享有、行

使することができる。    

商標局に共同で同一の商標登録を出願し、共

同で同商標権を享有することができる。 

第九条 第七条[出願と使用の原則] 

登録出願にかかる商標は、顕著な特徴

を有し、容易に識別でき、かつ他人の先

に取得した合法的権利と抵触してはなら

ない。 

２.商標権者は「登録商標」又は登録済

みの標識を表記する権利を有する。 

商標の登録出願と使用において、誠実信用

の原則を順守しなければならず、他人の合法

的権益を損なってはならない。 

追加：商標の登録出願と使用において、法

律、行政法規を順守し、社会公徳を尊重しな

ければならず、社会公共の利益を損なっては

ならない。 

条例第３条 第八条[商標の使用] 

    商標の使用とは、経営の目的で商標を商品、

商品の包装又は容器、役務又は役務に係る物

件、商品又は役務の取引書、若しくは広告宣

伝、展示及びその他の商業活動に用い、当該

商品又は役務の出所を識別するための標識で

あることを関連公衆に十分認識させることが

できる実際使用のことをいう。  

条例第４９条 第九条[正当な使用] 

    登録商標に含まれるその商品の一般名称、

図形、型番、又は直接的に商品の品質、主要

原材料、機能、用途、重量、数量及びその他

の特徴を表示するもの、又は地名について、

商標権者は他人の正当な使用を禁止すること

ができない。 

 [権利制限]の追加：登録商標の付いている

商品が、商標権者又はその許諾使用者により

流通の段階になった後、商標権者はその商品

について商標権を主張することはできない。

ただし、商品の変質、損傷又はその他の正当

な理由を有する場合には除く。 

第七条 第十条[品質の保証] 

商標を使用する者は、その商標を使用

する商品の品質に責任を負わなければな

らない。各クラスの工商行政管理部門は、

商標管理によって消費者を欺瞞する行為

を制止しなければならない。 

商標を使用する者は、その商標を使用する

商品の品質に責任を負わなければならない。

各クラスの工商行政管理部門は、商標管理に

よって消費者を欺瞞する行為を制止しなけれ

ばならない。 

第十条 第十一条[公共秩序と利益に基づく拒絶理由] 

次に掲げる標識は、商標として使用し

てはならない。 

次に掲げる各号の一に該当する商標を使

用、登録してはならない。 
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（一）中華人民共和国の国名、国旗、

国章、軍旗、勲章と同一又は類似したも

の及び中央国家機関所在地の特定地名又

は代表的な建築物の名称若しくは図形と

同一のもの。 

（二）外国の国名、国旗、国章、軍旗

と同一又は類似したもの。但し当該国政

府の承諾を得ている場合にはこの限りで

はない。 

（三）政府間国際組織の名称、旗、徽

章と同一又は類似するもの、但し同組織

の承諾を得ているもの、又は公衆に誤認

を生じさせない場合にはこの限りではな

い。 

（四）管理措置の実施および保証の付

与を示す政府の標章、又は検査印と同一

又は類似するもの。但し、その許諾を得

ている場合にはこの限りではない。 

（五）「赤十字」、「赤新月」の名称、標

章と同一又は類似したもの。 

（六）民族差別扱いの性格を帯びたも

の。 

（七）誇大に宣伝しかつ欺瞞性を帯び

たもの。 

（八）社会主義の道徳、風習を害し、

又はその他公序良俗に反するもの。 

２．県クラス以上の行政区画の地名又

は公知の外国地名は、商標とすることが

できない。但し、その地名が別の意味を

持ち又は団体商標、証明商標の一部とす

る場合にはこの限りではない。既に地理

的表示を利用した商標として登録された

商標は、引き続き存続することができる。 

（一）中華人民共和国の国名、国旗、国章、

軍旗、勲章と同一又は類似したもの及び中央

国家機関の標章、所在地の特定地名又は代表

的な建築物の名称若しくは図形と同一のも

の。 

（二）外国の国名、国旗、国章、軍旗と同

一又は類似したもの。但し当該国政府の承諾

を得ている場合にはこの限りではない。 

（三）政府間国際組織の名称、旗、徽章と

同一又は類似するもの。但し同組織の承諾を

得ているもの、又は公衆に誤認を生じさせな

い場合にはこの限りではない。 

（四）管理措置の実施および保証の付与を

示す政府の標章、又は検査印と同一又は類似

するもの。但し、その許諾を得ている場合に

はこの限りではない。 

（五）「赤十字」、「赤新月」の名称、標章と

同一又は類似するもの。 

（六）民族差別扱いの性格を帯びたもの。 

（七）関連公衆に商品の品質、原材料、機

能、用途、重量、数量及びその他の特徴又は

生産地について誤認させる恐れのあるもの。

（追加） 

（八）誇大に宣伝しかつ欺瞞性を帯びたも

の。 

（九）社会主義の道徳、風習を害し、又は

その他公序良俗に反するもの。（国の重大決

定、政策の名称と同一又は類似したものを含

む。例えば「双規」）  

第十一条 第十二条[顕著な特徴に基づく拒絶理由] 

以下に掲げる標識は、商標として登録

してはならない。 

(一)その商品の普通の名称、図形、型

番だけを有するもの 

(二)単に商品の品質、主要原材料、機

能、用途、重量、数量及びその他の特徴

を直接表示したにすぎないもの 

(三)顕著な特徴に欠けるもの 

２.前項に掲げる標識が、使用により顕

著な特徴を有し、かつ容易に識別可能な

商標が次に掲げる各号の一に該当する場合

には、登録してはならない。 

（一）その商品の普通の名称、図形、型番

であるもの 

（二）商品の品質、主要原材料、機能、用

途、重量、数量及びその他の特徴を直接表示

するもの 

（三）顕著な特徴に欠けるその他のもの 

２.前項に掲げる標識が、使用により顕著な

特徴を有し、かつ容易に識別可能なものとな
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ものとなった場合には、商標として登録

することができる。    

った場合には、商標として登録することがで

きる。  

第十二条 第十三条[立体商標の審査についての特殊規

定] 

立体標識をもって商標出願する場合、

単にその商品自体の性質により生じた形

状、技術的効果を得るために必然な形状、

又はその商品に本質的な価値を備えさせ

るための形状である場合には、これを登

録してはならない。 

立体商標であって単にその商品自体の性質

により生じた形状、技術的効果を得るために

必然な形状、又はその商品に本質的な価値を

備えさせるための形状であるものは、登録し

てはならない。 

新規追加 第十四条[先行商標権に基づく拒絶理由] 

 商標が同一の種類又は類似の商品に先行登

録又は先行出願されている他人の商標と同一

又は類似したものは、登録してはならない。

ただし、先行登録又は先行出願されている当

該商標の所有者の承諾を得ているものであっ

て、関連消費者に誤認させないものは除く。 

２.商標が同一の種類又は類似の商品に先

行登録又は先行出願されている他人の商標と

同一又は類似したものであって、出願人が当

該他人との契約、業務その他の関係により当

該他人の商標を知ったもので、先行商標の所

有者が争議を提出した場合には、その登録を

拒絶しかつ使用を禁止する。 

新規追加 司法解釈 第十五条[商標の同一、類似] 

 商標の同一とは二つの商標に視覚的な差異

がほぼなく、同一の種類又は類似の商品又は

役務に使用するとき関連公衆に商品又は役務

の出所を誤認させる恐れがあることを言う。 

２.商標の類似とは、二つの商標の文字の

形、称呼、意味又は図形の構造、色彩、外観

が類似し、又は文字と図形の組み合わせの全

体の構造方式・外観が類似し、又はその立体

標識の形状・外観が類似し、又はその色彩も

しくは色彩の組み合わせが類似し、同一の種

類又は類似の商品又は役務に使用するとき関

連公衆に商品又は役務の出所を誤認させる恐

れがあることをいう。 
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新規追加 司法解釈 第十六条[商品、役務の類似] 

 類似の商品とは、機能、用途、生産部門、

販売手段、消費対象などにおいて同一又は類

似であることをいう。 

２.類似の役務とは、役務の目的、内容、方

式、対象などにおいて同一又は類似であるこ

とをいう。 

３.商品と役務との類似とは、商品と役務の

間に特定の関係があり、関連公衆に混同を生

じさせる恐れのあることをいう。 

第十三条 第十七条[馳名商標に係る他人の登録使用の

禁止] 

同一又は類似の商品について出願した

商標が、中国で登録されていない他人の

馳名商標を複製、模倣又は翻訳したもの

であって、かつ同馳名商標と混同を生じ

させる恐れのある場合には、その登録を

拒絶しかつその使用を禁止する。 

２.同一又は類似ではない商品につい

て出願した商標が、中国で登録されてい

る他人の馳名商標を複製、模倣又は翻訳

したものであって、かつ公衆を誤認させ、

同馳名商標権者の利益に損害を与え得る

場合には、その登録を拒絶しかつその使

用を禁止する。 

同一又は類似の商品について出願した商標

が、中国で登録されていない他人の馳名商標

を複製、模倣又は翻訳したものであって、か

つ同馳名商標と混同を生じさせる恐れのある

場合には、その登録を拒絶しかつその使用を

禁止する。 

２.同一又は類似ではない商品について出

願した商標が、中国で登録されている他人の

馳名商標を複製、模倣又は翻訳したものであ

って、かつ公衆を誤認させ、同馳名商標権者

の利益に損害を与え得る場合には、その登録

を拒絶しかつその使用を禁止する。 

３.前項の馳名商標とは、中国で関連公衆に

より広く知られており、高い名声を持つ商標

のことをいう。（司法解釈） 

４.関連公衆とは、商標の表示するある種類

の商品又は役務に係る消費者、及び上述商品

又は役務の営業と緊密な関係にあるその他の

経営者のことをいう。（司法解釈） 

第十五条 第十八条[代理人代表者による不正登録] 

代理人又は代表者が許諾なしに自らの

名義により被代理人又は被代表者の商標

について登録出願を行い、被代理人又は

被代表者が異議を申し立てた場合には、

その出願を拒絶しかつその使用を禁止す

る。 

代理人又は代表者が許諾なしに自らの名義

により被代理人又は被代表者の商標について

登録出願を行い、被代理人又は被代表者が争

議を申し立てた場合には、その出願を拒絶し

かつその使用を禁止する。 
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第十六条 第十九条[地理的表示の保護] 

商標は商品の地理的表示を含むもので

あって、その商品の出所が同表示に示さ

れた地域ではなく公衆を誤認させる場

合、その登録を拒絶しかつその使用を禁

止する。但し、既に善意によって登録し

たものは存続する。 

２．前項にいう地理的表示とは、某商

品の出所が某地域であって、同商品の特

定の品質、信用又はその他の特徴が、主

に同地域の自然的要素又は人文的要素に

よって決められるものを示す標識をい

う。 

商標は地理的表示を含むもので、又は地理

的表示と同一又は類似したものであって、そ

の指定商品の出所が同表示に示された地域で

はなく公衆を誤認させる恐れのある場合、登

録してはならない。但し、既に善意によって

登録したものは存続する。 

２．前項にいう地理的表示とは、某商品の

出所が某地域であって、同商品の特定の品質、

信用又はその他の特徴が、主に同地域の自然

的要素又は人文的要素によって決められるも

のを示す標識をいう。 

追加 第二十条[その他の先行権利に基づく拒絶理

由] 

    商標が他人の姓名権、肖像権、著作権、特

許権又はその他の先行権利を侵害し、発効し

た判決により確認されたものは、登録しては

ならない。 

第十七条 第二十一条[対等原則] 

外国人又は外国企業が中国に商標登録

を出願する場合、その所属国が中華人民

共和国と締結した取決め、又は共に加盟

する国際条約に従い取り扱い、或いは対

等原則によって取り扱うものとする。 

外国人又は外国企業が中国に商標登録出

願、商標審判の参加又はそのたの商標関連業

務を行う場合、その所属国が中華人民共和国

と締結した取決め、又は共に加盟する国際条

約に従い取り扱い、或いは対等原則によって

取り扱うものとする。 

第十八条 第二十二条[委託代理] 

外国人又は外国企業が中国で商標登録

出願又はその他の商標関連業務を行う場

合、国が認可した商標代理資格を有する

代理組織に委託しなければならない。 

商標登録出願、商標審判の参加又はその他

の商標関連業務を行う場合、商標代理人に委

託して行うことができる。ただし、中華人民

共和国に常住所又は営業所を持たない外国人

と外国企業は、商標代理資格を有する商標代

理組織に委託して行うものとする。  



 8 

第二章    商標の登録出願    第二章    商標の登録出願    

第十九条、条例第１３条 第二十三条[出願書類] 

商標登録を出願するときは、所定の商

品分類表に基づき商標を使用する商品の

類別及び商品の名称を記入しなければな

らない。 

商標登録を出願するときは、商標局に商標

登録願書、商標図面を提出し、所定の商品・

役務分類表に基づき商標を使用する商品の類

別と商品名を願書に記入しなければならな

い。商品の名称が商品・役務分類表に含まれ

ていない場合には、その商品の説明を付さな

ければならない。 

２．立体標識をもって商標登録を出願する

とき、願書にその旨を声明し、立体形状を特

定できる図面を提出しなければならない。 

３．色彩又は色彩の組合せをもって商標登

録を出願するとき、願書にその旨を声明し、

その商標の存在状態を正確に説明する商標の

図面、文字説明及び証明資料を提出しなけれ

ばならない。 

４．商標が外国語であるもの、又は外国語

を含むものである場合、意味の説明をしなけ

ればならない。 

条例第十四条 第二十四条[身分証明] 

    商標登録出願又はその他の商標関連業務を

行う場合には、出願人はその身分を証明する

ことができる有効証書の写しを提出しなけれ

ばならない。商標登録出願人の名義は提出し

た証書と同一でなければならない。 

条例第十五条 第二十五条[書類の要求] 

    商標登録出願などの関係書類は書面又は商

標局の定めたその他の方式1により提出するこ

とができる。書面で提出する場合には、タイ

プ又は印刷しなければならない。 

第二十条[一商標一分類] 第二十六条[一商標複数分類] 

商標登録出願人は異なる分類の商品に

同一の商標の登録を出願する場合には、

商品分類表に従い出願をしなければなら

ない。    

商標登録出願人が異なる分類の商品に同一

の商標の登録を出願する場合には、一つの願

書で提出することができる。 

第二十一条、第二十二条 第二十七[改めて出願] 

登録商標を同類のその他の商品に使用 登録商標がその標識の顕著な特徴を変更す

                                                 
1 専利法実施細則第十六条を参照、電子出願を含める予定。  
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する必要がある場合には、別途登録出願

しなければならない。 

登録商標がその標識を変更する必要が

ある場合には、改めて登録出願をしなけ

ればならない。 

る必要があり、又は同類のその他の商品又は

その他の分類に使用する必要がある場合に

は、改めて登録出願をしなければならない。    

条例第十六条 第二十八[共同出願] 

    同一の商標を共同で登録出願する場合に

は、願書において代表者を一名指定するもの

とする。代表者を指定していない場合には、

願書の一番目に記載された者を代表者とす

る。 

追加：[代表人権限]代表人が商標の出願、

変更、譲渡、許諾、更新及びその他の当該商

標に係る業務を行う場合には、他の共同出願

人の書面による許諾を取得するものとする。

ただし、その商標の権利状態を変えないもの

であって、共同出願人の利益を保護するため

の業務は除く2。    

新規追加 第二十九条[専有権の放棄] 

 登録出願に係る商標にこの法律の第九条

（正当な使用）に掲げる内容を含む場合には、

出願人は願書にその部分の専有権を放棄する

旨を声明しなければならない。    

条例第十八条 第三十条[商標登録出願期日] 

 商標登録とその他の商標関連業務の出願日

は、商標局が出願書類を受け取った日とする。

出願手続が完備され、且つ規定した通りに出

願書類が記載されている場合には、商標局は

これを受理し、且つ書面により出願人に通知

する。出願手続に不備があり、又は規定した

通りに出願書類が記載されていない場合に

は、商標局はこれを受理せず、書面により出

願人に通知し且つ理由を説明する。 

 ２．出願手続又は出願書類が補正を必要と

する場合には、商標局は出願人に通知し補正

させ、通知を受け取った日より３０日以内に

指定した内容に基づき補正し商標局に提出す

るように求める。所定の期間内に補正し商標

局に提出した場合には、出願日を維持する。

期間内に補正しない又は補正したものは要求

を満たさない場合には、出願権の放棄と見な

                                                 
2 例えば、商標登録証の受領、異議申し立て。 



 10 

し、商標局が出願人に書面で通知するものと

する。 

追加：[出願延期]前項の期間は出願人の書

面による申請に応じ、期間満了の日から３０

日延期することができる。延期は一回だけ認

められる。 

追加：商標局が商標登録及びその他の商標

関連業務の出願を受理した後、受理の要件を

満たさないことを発見した場合にはそれを拒

絶し、書面で出願人にその旨を説明する。 

第二十四条、条例第二十五条第一款 第三十一条[優先権] 

商標登録出願人は、その商標を外国で

初めて登録出願をした日から６ヶ月以内

に中国で同一商品について同一の商標登

録出願をする場合には、当該国と中国が

締結した取決め又は共に加盟している国

際条約、若しくは相互に優先権を承認す

る原則に従って、優先権を享受すること

ができる。 

２．前項の規定により優先権を主張す

る場合には、商標登録を出願するときに

書面で主張し、かつ３ヶ月以内に最初の

出願にかかる商標登録出願書類の副本を

提出しなければならない。書面による主

張がなく又は期間内に商標登録出願書類

の副本を提出しない場合には､その優先

権を主張しないものとみなす。 

商標登録出願人は、その商標を外国で初め

て登録出願をした日から６ヶ月以内に中国で

同一商品について同一の商標登録出願をする

場合には、当該国と中国が締結した取決め又

は共に加盟している国際条約、若しくは相互

に優先権を承認する原則に従って、優先権を

享受することができる。 

２．前項の規定により優先権を主張する場

合には、商標登録を出願するときに書面で主

張し、かつ３ヶ月以内に最初の出願にかかる

商標登録出願書類の副本を提出しなければな

らない。書面による主張がなく又は期間内に

商標登録出願書類の副本を提出しない場合に

は､その優先権を主張しないものとみなす。 

３.当該副本はその出願を受理した商標主

管機関に証明され、出願日と出願番号を明記

するものでなければならない。 

第二十五条、条例第二十条第二款 第三十二条[展示会臨時保護] 

商標が中国政府の主催又は承認した国

際展示会に出展した商品に最初に使用さ

れたものである場合、同商品が出展され

た日から６ヶ月以内に、同商標の出願人

は優先権を享有することができる。 

２．前項規定により優先権を主張する

ときは、商標登録出願を提出するときに

書面による主張を提出し、かつ３ヶ月以

内にその商品が出展された展示会の名

称、出展された商品に同商標を使用した

証拠、出展期日などの証明書類を提出し

なければならない。書面による主張を提

出しないか又は期間を満了しても証明書

類を提出しない場合には、優先権を主張

商標が中国政府の主催又は承認した国際展

示会に出展した商品に最初に使用されたもの

である場合、同商品が出展された日から６ヶ

月以内に、同商標の出願人は優先権を享有す

ることができる。 

２．前項規定により優先権を主張するとき

は、商標登録出願を提出するときに書面によ

る主張を提出し、かつ３ヶ月以内にその商品

が出展された展示会の名称、出展された商品

に同商標を使用した証拠、出展期日などの証

明書類を提出しなければならない。書面によ

る主張を提出しないか又は期間を満了しても

証明書類を提出しない場合には、優先権を主

張しなかったものとみなす。 
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しなかったものとみなす。 ３．出願人の提出した証明書類は国務院の

工商行政管理部門の定めた機構による認証が

必要で、商品出展の国際展示会が中国国内で

開催されたものである場合は除く。 

第二十六条 第三十三条[資料が真実で有効] 

商標登録出願のために申告した事項と

提出した資料は、真実、正確、完全でな

ければならない。 

商標登録出願とその他の商標関連業務のた

めにの申告した事項と提出した資料は、真実、

正確、完全でなければならない。 

追加：当事者が虚偽の事項を申告し、虚偽

の資料を提出した場合は、その資料は提出さ

れなかったとみなし、それにより生じたその

他の法的責任は当該当事者に帰する。 

新規追加 第三十四条 [出願の撤回] 

    商標登録出願とその他の商標関連業務を行

うものは、商標局又は商標評審委員会による

決定が出された前に、出願人はその出願を撤

回することができる。 

第三章    商標登録の審査と認可    第三章    商標登録の審査と認可    

第二十八条 第三十五条 [出願拒絶と拒絶前の答弁手続] 

登録出願にかかる商標が、この法律の

関係規定を満たさない、又は他人の同一

の商品又は類似の商品について既に登録

され又は初歩査定を受けた商標と同一又

は類似するときは、商標局は出願を拒絶

し公告しない。 

  商標局が審査を経て、商標がその指定商品

の全部又は一部において、この法律第十一条、

第十二条第一項、第十三条、第十四条、第十

七条第一、二項、第十八条、第十九条第一項、

第二十条に定めた、登録してはならない情況

に該当すると認めた場合、それを拒絶し、書

面により出願人に通知し、理由を説明する。 

 ２．前項の商標出願拒絶の前に、商標局は

拒絶の理由を書面により出願人に通知し、か

つ送達の日から３０日以内に書面により意見

を陳述させるようにする。 

 ３．前項の規定は、商標局が審査を経て商

標にこの法律第十二条第一項第（一）、（二）

号に定めた標識、地名その他の標識が含まれ、

出願人が専用権を放棄するべきであると認め

た場合に適用する。 

４．前項の規定は第十二条第二項に掲げる

拒絶に適用する。    

第二十九条、条例第十九条 第三十六条[同日出願] 

２人又は２人以上の商標登録出願人

が、同一の商品又は類似の商品について、

２人又は２人以上の商標登録出願人が、同

一の商品又は類似の商品について、同一又は
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同一又は類似の商標をもって登録出願を

したときは、先に出願された商標につい

て初歩査定をし公告する。同日の出願に

ついては、先に使用された商標について

初歩査定し公告し、他方の出願は拒絶し、

公告しない。 

類似の商標をもって登録出願をしたときは、

先に出願された商標について初歩査定をし公

告する。同日の出願については、先に使用さ

れた商標について初歩査定し公告し、他方の

出願は拒絶し、公告しない。 

２．同日出願の場合、各出願人は商標局の

通知を受け取った日から３０日以内に、登録

出願前に同商標を先に使用した証拠を提出す

るものとする。同日使用又はいずれも使用し

ていない場合は、各出願人が商標局の通知を

受け取った日から３０日以内に自ら協議し、

書面による合意を商標局に送達することがで

きる。協議する意思がない又は合意に達する

ことができない場合は、商標局が各出願人に

通知を出し、くじ引きの方法で一人の出願人

を決め、他方の出願を拒絶する。商標局が通

知を出したが、出願人がくじ引きに参加しな

かった場合は、出願放棄とみなし、商標局が

書面によりくじ引きに参加しなかった出願人

にその旨を通知するものとする。 

第二十七、三十条 第三十七[公告登録] 

登録出願にかかる商標が、この法律の

関係規定を満たすときは、商標局は初歩

査定の決定を行い公告する。 

初歩査定された商標について、その公

告の日から３ヵ月以内に、何人も異議を

申し立てることができる。期間を満了し

ても異議申立がなかった場合、登録を許

可し商標登録証を交付し公告する。 

商標局が審査を経て、商標がその指定商品

の全部又は一部においてこの法律の規定を満

たすと認めた場合、初歩査定を行い公告する

ものとする。 

２．公告期間を満了しても異議申立がなか

った場合、登録を許可し、商標登録証を交付

し公告する。 

方案二：商標局が審査を経て、商標がその

指定商品の全部又は一部においてこの法律の

規定を満たすと認めた場合、登録を許可し、

商標登録証を交付し公告する。 

新規追加 第三十八条[分割出願及びその撤回] 

 商標出願人はその商標出願を分割すること

ができる。元出願の出願日は分割後の各出願

にも適用するものとする。 

２．出願人はその分割請求を撤回すること

ができない。 

第三十五条 第三十九条[商標審査の時限] 

商標登録出願と商標再審請求は、適時 商標登録出願、商標審判請求とその他の商
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に審査しなければならない。 標関連業務については、適時に審査しなけれ

ばならない3。    

第三十六条 第四十条[誤記と訂正手続き] 

商標登録出願人又は登録者は、商標の

出願書類又は登録書類に明らかな誤記を

発見した場合、訂正を請求することがで

きる。商標局は法律に基づき、職権の範

囲内でそれを訂正し、当事者に通知する。 

２．前項でいう誤記の訂正は、商標の

出願書類又は登録書類の実質的な内容を

含まない。 

商標登録出願人又は登録者は、商標の出願

書類又は登録書類に明らかな誤記を発見した

場合、訂正を請求することができる。商標局

と商標評審委員会は法律に基づき、職権の範

囲内でそれを訂正し、当事者に通知する。 

２．前項でいう誤記の訂正は、商標の出願

書類又は登録書類の実質的な内容を含まな

い。 

追加：商標局と商標評審委員会は第三者の

合法的利益を損なわない前提で、その誤った

決定を法律に基づき訂正することができる。

誤った決定とは次に掲げる各号を含む。    

１、同一の出願人又は登録者の先行商標を

引証とし、後行出願の商標を拒絶するもの 

２、失効した登録商標を引証とし後行出願

の商標を拒絶するもの 

３、その他の誤った決定であって訂正すべ

きのもの。 

第五章    登録商標争議の裁定    第四章    商標登録争議の審判    

 

審判規則第二条 

第一節  一般規定 

第四十一条[商標登録争議の定義] 

 この法律第二条第二項にいう商標登録争議

は次に掲げるものを含む。 

（一）商標局の拒絶査定に対する不服 

（二）初歩査定の商標に対する異議の申し

立て（方案二：異議の手続きを削除する。無

効手続きにより争議を解決する。） 

（三）既に登録された商標に対する取消請

求 

（四）既に登録された商標に対する無効請

求 

２.前項の規定による商標登録争議があっ

たとき、当事者は商標評審委員会に対して商

標審判を請求することができる。 

                                                 
3 現在、商標出願、商標再審請求の審査期間が長すぎると指摘し、改善を求める声が強い。商標法で審査
時限を明記するか否かについて、検討する必要がある。  



 14 

条例第五条 第四十二条[馳名商標認定の申請] 

 商標登録争議において出願人がその商標が

馳名商標に該当し、初歩査定又は登録された

商標がこの法律第十八条第一項、第二項の規

定に違反したと認識する場合には、商標評審

委員会に馳名商標の認定を請求することがで

きる。 

審判規則第十二条 第四十三条[審判請求受理要件] 

 商標審判を請求するときは、次に掲げる要

件を満たさなければならない。 

（一）請求人が合法的な主体資格を有する

こと 

（二）審判請求、事実と理由が明確である

こと 

（三）法により所定の請求書及び関係証拠

材料を提出すること 

（四）法定期間内に提出すること 

（五）商標評審委員会の審理範囲に該当す

ること 

（六）法により審判費用を納めること 

審判規則第十五、十六条 第四十四条 [請求の方式審査と受理]  

 商標審判請求が前条第（一）号、第（四）

号、第（五）号に規定する要件の一を満たさ

ないときは、商標評審委員会はこれを受理せ

ず、書面で請求人にその旨を通知し、併せて

その理由を説明する。 

２．商標審判請求が前条第（二）号、第（三）

号、第（六）号に規定する要件の一を満たさ

ないときは、商標評審委員会は請求人に補正

通知を行い、補正通知を受け取った日から３

０日以内の補正を求めるものとする。 

３．期間内に補正しなかった又は補正によ

っても規定を満たさないとき、商標評審委員

会はこれを受理せず、書面で請求人にその旨

を通知し、併せてその理由を説明する。 
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審判規則第十九条 第四十五条[答弁通知と証拠交換] 

 審判請求に被請求人がいるとき、商標評審

委員会は請求を受理した日から三ヶ月以内に

答弁通知、請求書の副本及び関連する証拠資

料を被請求人に送達しなければならない。た

だし、この法律に別途定めた場合は除く。被

請求人は答弁通知を受け取った日から３０日

以内に答弁を行い、請求人の人数に応じ必要

部数の副本及び関連する証拠資料を提出する

ものとする。 

２．商標評審委員会が審理を経て、被請求

人による答弁理由及び関連する証拠資料を裁

定の依拠として採用できると認めた場合、答

弁書の副本及び関連する証拠資料を請求人に

送達し、期限内の証拠対質を求めるものとす

る。前項の規定は、当事者が商標評審委員会

による答弁通知又は前項による証拠対質通知

の送達後に証拠資料の補充を行うときに適用

する。 

条例第三十三条、審判規則第四条 第四十六条[審判方法] 

 当事者が商標登録争議にかかる審判に参加

するとき、書面により取り扱うものとする。 

２．商標評審委員会は商標審判案件につい

て書面審理にて行う。ただし、当事者の請求

又は必要に応じて口頭審判の実施を決定する

ことができる。 

審判規則第六条 第四十七条[合議制] 

 商標評審委員会による商標審判案件の審理

は合議制を採用し、商標審判官により合議体

を構成して審理を行う。ただし、実施条例又

は商標審判規則が別途定める場合を除く。 

２．合議体が審理を行うとき、多数決の原

則に従う。 

条例第三十五条、審判規則第三十二条 第四十八条[撤回された審判は終了、撤回され

たものは再び受理しないこと] 

 商標評審委員会が商標登録争議に対して審

決、裁定を下す前に、請求人が商標評審委員

会に審判請求の取り下げを申請し、又は被請

求人が商標局に対して争議にかかる商標の取

り下げ又は抹消を行った場合、審判の手続き

が終了する。商標評審委員会は書面で当事者
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にその旨を通知し理由を説明するものとす

る。 

２．請求人が商標審判の請求を取り下げた

場合、同じ事実又は理由により再び審判を請

求することはできない。 

第四十三条、条例第三十五条 第四十九条 [審決又は裁定] 

商標評審委員会は、争いがある登録商

標の維持又は取消を裁定した後、関係す

る当事者に書面で通知しなければならな

い。 

２．当事者は商標評審委員会の裁定に

不服がある場合、通知を受け取った日か

ら３０日以内に、人民法院に対して訴え

を提起することができる。人民法院は商

標裁定手続きの相手側の当事者に第三者

として訴訟に参加する旨を通知しなけれ

ばならない。 

 商標評審委員会が法に基づき商標登録争議

について審決、裁定を下したとき、書面で当

事者にその旨を通知し理由を説明するものと

する。 

 ２．商標評審委員会が商標登録争議につい

て審決、裁定を下した場合、何人も同じ事実

と理由により再び審判を請求することはでき

ない。 

新規追加 第五十条[費用の負担] 

 商標異議、取消、無効の手続きにおいて敗

訴した当事者は、審判の費用と先方当事者の

支出した商標審判にかかる合理的費用を負担

するものとする。 

２．前項の規定による費用の負担について、

商標評審委員会が審判の裁定で定める。 

 第二節  拒絶再審 

第三十二条 第五十一条[拒絶再審の提起] 

出願を拒絶し公告しない商標について

は、商標局は商標登録出願人に書面で通

知しなければならない。商標登録出願人

はこの決定に不服があるときは、通知を

受け取った日から１５日以内に、商標評

審委員会に再審を請求することができ

る。商標評審委員会は決定を下し、出願

人に書面で通知する。 

２．当事者は商標評審委員会の決定に

不服がある場合、通知を受け取った日か

ら３０日以内に人民法院に訴えを提起す

ることができる。    

商標登録出願人が商標局による拒絶査定に

不服があるとき、拒絶査定書を受け取った日

から１５日以内に商標評審委員会に再審を請

求し、商標評審委員会により決定を下すもの

とする。 
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新規追加 第五十二条[受理しない特殊事由] 

    商標登録出願人が、拒絶前の答弁手続きに

おいて商標局の拒絶理由の一部を認め、同じ

拒絶理由で再審を請求するとき、商標評審委

員会はこれを受理しない。 

    
第三節  商標異議 

第三十条    第五十三条[主体資格、事由、期限] 

初歩査定された商標について、その公

告の日から３ヵ月以内に、何人も異議を

申し立てることができる。期間を満了し

ても異議申立がなかった場合、登録を許

可し商標登録証を交付し公告する。 

商標局の初歩査定した商標が、この法律第

十四条、第十八条第一項、第二項、第二十条

の規定に違反した場合、初歩査定の公告の日

から２ヵ月以内に、先行商標の所有者又は利

害関係者は商標評審委員会に異議を申し立て

ることができる。 

新規追加 第五十四条[簡易手続き] 

    商標評審委員会が審理により異議を認めな

いとき、直接に裁定を下し、異議請求書の副

本と関連する証拠資料を異議申立人に送達す

ることができる。 

新規追加 第五十五[事前裁定成立及び答弁通知] 

    商標評審委員会が審理により、被異議商標

の全部又は一部の指定商品において異議を認

めたとき、答弁通知、異議請求書の副本及び

関連する証拠資料を被異議申立人に送達し、

答弁通知を受け取った日から３０日以内に答

弁するよう求めるものとする。 

新規追加 第五十六条  

 異議申立人の先行登録商標が、被異議商標

の初歩査定公告の前に登録期間が三年になっ

たものについて、被異議申立人は先行商標の

所有者に対して、異議にかかる商標の初歩査

定公告前の三年内に、認可された商品又は異

議申し立てに係る商品に登録商標を使用した

証拠、又は未使用にかかる正当な理由の提出

を請求することができる。先行商標の所有者

が登録商標を使用していないかつ正当な理由

がない場合は、その登録商標が登録されなか

ったとみなす。認可商品の一部に登録商標を

使用したものについて、その登録商標の当該

一部商品における登録が有効であるとみな

す。 
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第三十四条、条例二十三条    第五十七条[異議裁定の効力] 

当事者が法律で定める期限内に商標局

の裁定に対して再審を請求しないか、又

は商標評審委員会の裁定に対して人民法

院に訴えを提起しない場合、裁定は効力

を発生する。 

２．裁定により異議が成立しないと決

定された場合には、登録を認め商標登録

証を発行し公告する。異議が成立すると

決定されたときは、登録を認めない。 

３．裁定により異議が成立しないと決

定され登録を許可した場合、商標登録出

願人が取得する商標専用権の期間は、初

歩査定の公告後３ヶ月が満了した日より

起算する。    

裁定により、被異議商標の指定商品の全部

について異議が成立した場合、被異議商標の

初歩査定を取り下げるものとする。裁定によ

り、非異議商標の指定商品の一部について異

議が成立した場合、被異議商標の当該一部の

商品における初歩査定を取り下げ、他の部分

の商品における登録を許可するものとする。

裁定により異議が成立しない場合、被異議商

標の登録を許可するものとする。 

２．裁定により被異議商標の登録を認可す

るとき、商標登録証を交付し公告する。商標

出願人が取得する商標権の期間は異議裁定の

発効日から起算する。 

第四十二条 第五十八条[同一の事由は再び受理しない] 

登録許可の前にすでに異議申立が行わ

れ裁定された商標については、同一の事

実及び理由で再び裁定を請求することは

できない。 

異議申立の裁定を経て登録許可された商標

については、何人も同一の事実及び理由で再

び無効を請求することはできない。 

 第四節  商標登録の取消 

第四十四条 第五十九条[取消の事由] 

登録商標の使用において、次の各号行

為の一があるときは、商標局は期間を定

めて是正を命じ又はその登録商標を取消

す。 

（一） 登録商標を許可なく変更したも

の 

（二） 登録商標登録者の名義、住所又

はその他の登録事項を許可なく変更した

もの 

（三） 登録商標を許可なく譲渡したも

の 

（四） 継続して３年間使用しなかった

もの 

登録商標が次に掲げる各号の一に該当する

ものは、何人も商標評審委員会にその登録商

標の取消を請求することができる。 

（一）登録商標を許可なく変更することに

より、同一の商品又は類似商品に他人が登録

又は使用する商標と同一又は類似するように

したものであって、関連消費者に混同、誤認

を引き起こす恐れのあるもの 

（二）登録商標を許可なく譲渡することに

より、同一又は類似商品における同一又は類

似の商標が異なる商標権者に所有されるよう

になったものであって、関連消費者に混同、

誤認を引き起こす恐れのあるもの 

（三）商標権の不当使用により、登録商標

がこの法律第十二条第一項第（一）、（二）号

の規定に該当するようになったもの 

（四）登録商標の不当使用により、関連消

費者にその商品の品質、原材料、機能、用途、

重量、数量その他の特徴又は生産地について
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誤認を生じさせたもの 

（五）正当な理由がなく連続三年で未使用

のもの 

２．被許諾使用者が前項第（一）号の行為

を実施していることを、商標権者が知ってい

ながら又は知るべきであるが、反対を表明し

ないものは、商標権者が許可なく登録商標を

変更したものとみなす。 

３．前項第（五）号の規定に該当するもの

であって、商標権者が取消請求の時点から既

にその登録商標を使用しているものは、取消

はしない。ただし、他人が取消請求を行うこ

とを知ったため、取消請求前の三ヶ月内に使

用し始めたものは除く。 

４．前項第（五）号の規定により登録商標

の取消を請求するとき、請求人は請求書に登

録の取消を請求する商品又は役務を明記する

ものとする。請求人が明記しない場合には、

商標権者がいずれの商品又は役務に登録商標

を使用したことを証明できれば、これを取消

しない。 

新規追加 第六十条[正当な理由] 

 商標権者が次に掲げる事由により登録商標

を使用していないものは、前項第（五）号の

正当な理由に該当する。 

（一）不可抗力 

（二）政府による政策性制限 

（三）破産清算 

（四）自己の責任に帰することができない

その他の事由。 

新規追加 第六十一条[使用とみなす] 

 商標権者が次に掲げる各号の一に該当する

ものは、登録商標を使用したとみなす。 

（一）実際使用する商標が登録商標と異な

るが、顕著な特徴を変えていないもの。 

（二）輸出商品又は関係物件に登録商標を

使用するもの 

（三）被許諾者がその登録商標を使用する

もの 
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条例第四十一条 第六十二条[部分取消] 

    この法律第五十九条第一項第（一）、（三）、

（四）号の規定による取消の事由が登録商標

の指定商品又は役務の一部だけに存在する場

合には、その一部の商品又は役務における登

録だけを取り消すものとする。 

新規追加 第六十三条[請求の却下] 

 商標評審委員会は取消請求の旨を商標権者

に通知し、期限内の答弁を求めるものとする。

ただし、請求人による請求に具体的事実と証

拠がない又はその主張が明らかに理由をもた

ない場合は、直接に却下することができる。 

条例第三十九条二款 第六十四条[答弁しないものは取消す] 

    登録商標はその所有者により正当理由なく

使用したことがない又は使用停止が連続三年

になったものであって、登録の取消が請求さ

れた場合、答弁通知が一旦送達すると、商標

権者はその商標が使用したか否かについて証

明しなければならない。期間内に答弁しなか

ったものは、商標評審委員会は直ちにその登

録を取消すことができる。 

条例第四十条 第六十五条[取消の効力] 

 登録商標は裁定又は審決により登録を取消

された場合、商標局がこれを公告し、その商

標権が取消裁定又は審決の発効日により終止

する。 

 第四節  商標登録の無効宣告 

第四十一条一款 第六十六条[絶対拒絶理由に基づく無効宣告] 

登録された商標がこの法律第十条、第

十一条、第十二条の規定に違反している

場合、又は欺瞞的な手段又はその他の不

正な手段で登録した場合には、商標局は

その登録商標を取消す。その他の事業単

位又は個人は、商標評審委員会にその登

録商標の取消についての裁定を請求する

ことができる。 

登録商標がこの法律第十一条（使用禁止条

項）、第十二条（顕著な特徴）、第十三条（立

体商標）、第七条第二項の規定に違反し、又は

欺瞞的な手段で登録した場合には、商標局が

その登録商標の無効を公表する。何人も商標

評審委員会にその商標の登録無効宣告を請求

することができる。 

追加：登録商標がこの法律第十二条（顕著

な特徴）の規定に違反するものであるが、登

録した商品又は役務での使用により当該商標

が顕著な特徴を取得した場合、商標局と商標

評審委員会は当該商標の登録無効を宣告しな

い。 
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第四十一条第二、三款 第六十七条[先行商標権に基づく無効宣告] 

登録された商標がこの法律第十三条、

第十五条、第十六条、第三十一条の規定

に違反している場合、商標の登録日から

５年以内に、商標所有人又は利害関係者

は商標評審委員会にその登録商標の取消

について裁定を請求することができる。

ただし、悪意による登録、著名商標の所

有者に対しては５年の期間制限を受けな

い。 

３．前二項に規定された状況以外を除

き、登録商標に異議がある場合には、そ

の商標の登録日から５年以内に、商標評

審委員会に裁定を請求することができ

る。 

登録商標がこの法律第十四条、第十七条、

第十八条の規定に違反した場合、先行商標の

所有者又は利害関係者は商標評審委員会にそ

の商標の登録無効宣告を請求することができ

る。 

新規追加：登録商標が前項の規定に該当す

る場合、先行商標の所有者は商標評審委員会

に移転の裁定を請求し当該商標権を取得する

ことができる。 

第四十一条第二款 第六十八条[地理的表示、その他の先行権利、

悪意による登録に基づく無効宣告] 

登録された商標がこの法律第十三条、

第十五条、第十六条、第三十一条の規定

に違反している場合、商標の登録日から

５年以内に、商標所有人又は利害関係者

は商標評審委員会にその登録商標の取消

について裁定を請求することができる。

ただし、悪意による登録、著名商標の所

有者に対しては５年の期間制限を受けな

い。 

登録商標がこの法律第十九条第一項、第二

十条の規定に違反し、又はこの法律第七条第

一項の規定に違反した場合、権利者又は利害

関係者が商標評審委員会にその商標の登録無

効宣告を請求することができる。 

第四十一条第二、三款 第六十九条[時限] 

登録された商標がこの法律第十三

条、第十五条、第十六条、第三十一条の

規定に違反している場合、商標の登録日

から５年以内に、商標所有人又は利害関

係者は商標評審委員会にその登録商標の

取消について裁定を請求することができ

る。ただし、悪意による登録、著名商標

の所有者に対しては５年の期間制限を受

けない。 

３．前二項に規定された状況以外を

除き、登録商標に異議がある場合には、

その商標の登録日から５年以内に、商標

評審委員会に裁定を請求することができ

る。    

この法律第六十七条、第六十八条の規定に

よる商標登録無効宣告の請求は、商標登録の

日から五年以内に提出するものとする。ただ

し、悪意による登録の場合は除く。 
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新規追加 第七十条 [无效審判は公告時点による] 

    商標登録に無効事由が存在するか否かにつ

いての審判は、商標登録公告の時点による。 

条例第三十六条 第七十一条[无效宣告の効力] 

 登録商標が裁定により無効とされた場合、

商標局がこれを公告し、当該商標権は登録の

日により無効とされる。 

２．商標評審委員会による無効宣告争議に

ついての発効した裁定は、その裁定の発効前

に人民法院又は工商行政管理部門が下しかつ

執行した商標紛争案件紛争についての判決、

裁定又は決定、及び既に履行した使用許諾契

約に対しては遡及しない。但し、商標登録者

の悪意により他人に損失を与えた場合は、賠

償の責任を負わなければならない。 

追加    第五章    商標登録争議の訴訟    

第三十三条二款、四十三条二款 第七十二条[提訴] 

当事者は商標評審委員会の裁定に不服

がある場合、通知を受け取った日から３

０日以内に、人民法院に訴えを提起する

ことができる。人民法院は、商標再審手

続きにおける相手側の当事者に対し第三

者として訴訟に参加する旨を通知しなけ

ればならない。 

当事者は商標評審委員会の裁定に不服

がある場合、通知を受け取った日から３

０日以内に、人民法院に対して訴えを提

起することができる。人民法院は商標裁

定手続きにおける相手側の当事者に第三

者として訴訟に参加する旨を通知しなけ

ればならない。    

商標評審委員会による審決、裁定に不服が

ある場合、当事者は審決又は裁定を受け取っ

た日から３０日以内に北京市高級人民法院に

提訴することができる。 

新規追加 第七十三条[審決についての行政訴訟] 

 商標出願人が商標評審委員会による拒絶審

決に不服があり、人民法院に提訴するとき、

商標評審委員会を訴訟の相手側当事者とし、

「中華人民共和国行政訴訟法」の規定を適用

する。 
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新規追加 第七十四条[裁定についての民事訴訟] 

 当事者が商標評審委員会による異議、取消

又は無効の裁定に不服があり、人民法院に提

訴するとき、審判裁定における相手側の当事

者を訴訟の相手側当事者とし、［中華人民共和

国民事訴訟法］の規定を適用する。 

２．前項の規定による民事案件の審理にお

いて、人民法院が商標評審委員会に商標審判

資料の提供を求めるとき、商標評審委員会は

これを協力するべきで、拒絶してはならない。 

審判規則第三十五条 第七十五条[起訴情報の告知と誤りの訂正] 

 当事者が裁判所に提訴する場合は、当該裁

判所に訴状を提出する同時に、商標評審委員

会に当該訴状の副本を発送し、又は別の書面

によりその旨を通知しなければならない。商

標評審委員会がその下した審決又は裁定の発

行日から６０日以内に裁判所又は案件当事者

から当該審決、裁定に関する起訴の情報を受

け取っていない場合は、当該審決、裁定を商

標局に移送し執行することができる。これに

よる結果は提訴人の責任に帰する。 

２．商標評審委員会が商標出願人による拒

絶審決不服の提訴理由を認める場合、その審

決を訂正することができる。 

新規追加 第七十六条[行政判決] 

    人民法院が商標評審委員会による審決の取

り下げを判決したときは、明確な司法意見を

提出するものとし、商標評審委員会が発効し

た判決に基づき改めて拒絶審決を下す。 

新規追加    第七十七条[民事判決] 

    商標異議、取消、無効の争議に係る発効し

た判決について、人民法院は商標局に執行協

力を求める旨の通知を送達し、商標局が執行

に協力する。被異議商標が判決により登録を

許可された場合、商標出願人が取得する商標

権の期間は判決の発効日から起算する。 

条例第三十六条 第七十八条[遡及力] 

    この法律第七十一の規定は、人民法院によ

る無効争議に係る発効判決の効力に適用す

る。 
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第四章    登録商標の更新、譲渡及び使用許

諾    
第六章    商標の更新、変更、譲渡、抹消    

第三十七条 第七十九条[商標の有効期間] 

登録商標の有効期間は１０年とし、当

該商標の登録日から起算する。 

登録商標の有効期間は１０年とし、当該商

標の登録日から起算する。    

第三十八条第一項、第三項、条例第二十

七条第一項 

第八十条[更新、満期抹消] 

登録商標の存続期間が満了し、継続し

て使用する必要があるときは、期間満了

前６ヵ月以内に更新登録を出願するもの

とする。この期間に出願できないときは、

６ヵ月の延長期間を与えることができ

る。延長期間を満了して出願しないとき

は、その登録商標を抹消する。 

３．更新登録は審査により許可された

後、公告される。 

登録商標の存続期間が満了し、継続して使

用する必要があるときは、期間満了前６ヵ月

以内に更新登録を出願するものとする。この

期間に出願できないときは、６ヵ月の延長期

間を与えることができる。延長期間に出願し

た場合は、２倍の更新登録費を支払うものと

する。 

２．商標局が更新出願を許可した場合、商

標更新証明書を交付しこれを公告する。登録

商標が引き続き有効である。更新期内に出願

を提出しなかったものは、商標局がその登録

商標を抹消する。 

第三十八条二款、条例二十七条二款 第八十一条[商標更新期間] 

毎回の更新登録の有効期間は１０年と

する。 

登録商標の毎回の更新登録の有効期間は１

０年とし、当該商標の前有効期間の満了の日

の翌日から起算する。    

第二十三条、条例二十四条第一款 第八十二条[登録事項の変更] 

登録商標が登録者の名義、住所又はそ

の他の登録事項を変更する必要がある場

合には、変更出願をしなければならない。 

商標登録者の名義、住所又はその他の登録

事項を変更するとき、商標局に変更願書及び

関係登録期間による変更証明書類を提出しな

ければならない。 

追加：２．出願人がその名義、住所、代理

人を変更し、又は指定商品を削除するとき、

商標局に変更の手続きを行うことができる。 

３．商標局が許可した場合、商標登録者に

その証明書を交付し、公告する。許可しない

場合は、出願人にその旨を書面で通知し、理

由を説明するものとする。 

条例第二十四条第三款 第八十三条[一括変更] 

    商標登録者の名義又は住所を変更する場

合には、商標登録者はその登録商標の全部を

一括して変更しなければならない。一括して
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変更しない場合には、変更申請を放棄したも

のと見なす。商標局はその旨を書面により出

願人に通知するものとする。 

第三十九条、条例二十五条 第八十四条[譲渡] 

登録商標を譲渡するときは、譲渡人と

譲受人は譲渡契約を締結し、共同して商

標局に申請しなければならない。譲受人

は使用するその登録商標の商品の品質を

保証しなければならない。 

２．登録商標の譲渡は、許可された後

公告される。譲受人はその公告日より商

標専用権を享有する。 

商標登録出願又は登録商標を譲渡するとき

は、譲渡人と譲受人は共同して商標局に申請

しなければならず、譲渡人が申請の手続きを

行うものとする。 

２．商標出願又は登録商標を譲渡する手続

きをするとき、譲渡人と譲受人の身分を証明

できる有効証明書の写し、取扱者の身分証明

の写し及び譲渡人との関係を証明できる有効

書類を提出するものとする。代理機構に委託

した場合は委託書を提出するものとする。（細

則に組み込むことを提案する） 

条例第二十五条第二項 第八十五条[一括譲渡] 

 譲渡人はその同一又は類似商品における

同一又は類似した商標出願及び登録商標を一

括して譲渡しなければならない。一括して譲

渡しなかった場合には、商標局は期限を限り

補正させる旨を通知する。期間内に補正しな

い場合には、当該譲渡申請を放棄したものと

見なし、商標局はその旨を書面で出願人に通

知するものとする。 

条例第二十五条第一、三項 第八十六条[譲渡証明] 

登録商標を当事者間の協議により譲渡す

る場合には、譲渡人と譲受人は商標局に

「登録商標譲渡申請書」を提出しなけれ

ばならない。登録商標譲渡申請の手続き

は譲受人により行う。商標局は認可した

後、譲受人に相応の証明書を交付し、且

つ公告する。 

３．誤認、混同又はその他の悪影響をも

たらすおそれがある登録商標譲渡申請に

ついては、商標局はこれを認可せず、書

面により申請人に通知し理由を説明す

る。 

商標局が譲渡申請を認可した場合、譲渡人

に譲渡通知を交付し、譲受人に譲渡証明を交

付し、これを公告する。 

２．譲受人が譲渡許可の公告された日によ

り、譲渡人の商標出願又は登録商標に係る権

利と義務を引き継ぐ。 

３．誤認、混同又はその他の悪影響をもた

らす恐れのある譲渡申請について、商標局は

これを認可せず、書面により譲渡人と譲受人

にその旨を通知し、理由を説明する。商標局

による不認可の決定に不服がある場合、譲渡

人と譲受人は通知を受け取った日から３ヶ月

以内に商標局の所在地にある人民法院に行政

訴訟を提起することができる。 

４．譲渡人と譲受人が商標の譲渡について

争議があった場合、人民法院に民事訴訟を提

起することができる。 
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条例第二十六条 第八十七条[移転] 

 商標登録出願又は登録商標が譲渡以外の事

由により移転が発生する場合には、当該登録

出願又は登録商標を受け取る当事者は上述事

由の発生した日から、その商標出願又は登録

商標に係る権利と義務を引き継ぎ、関係証明

文書又は法的文書をもって、商標局に移転手

続をしなければならない。 

新規追加 商標の移転は商標譲渡に係る規

定に参照して処理し、法律に別途定めた場合

は除く。 

（譲渡認可後、元譲渡人の先に出願された

被異議商標又は審判あるいは訴訟中の商標が

商標権を付与されたものであって、同一又は

類似商品において元譲受人の譲渡を認可され

た商標と同一又は類似する場合、商標局が双

方に対してこれを協議し譲渡手続きをするこ

とを求める旨を通知する） 

条例第四十七条 第八十八条[主体不在による権利の終止] 

 商標登録者が死亡又は終止し、死亡又は終

止した日より一年経過後も当該登録商標の移

転手続きをしなかった場合、何人も商標局に

当該登録商標の抹消を申請することができ

る。抹消を申請する場合、商標登録者の死亡

又は終止の証拠を提出するものとする。 

２．登録商標を商標登録者の死亡又は終止

により抹消する場合、当該商標専用権は商標

登録人の死亡又は終止した日より終止する。 

（三年不使用による取消の理由の一つとし

て上述の情況を処理する建議がある。）  
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条例第四十六、四十八条 第八十九条[抹消申請] 

 商標登録人がその登録商標の抹消、又はそ

の商標の指定商品の一部における登録の抹消

を申請する場合、商標局に商標抹消請求書を

提出し、元「商標登録証」を返納しなければ

ならない。 

２．商標登録人がその登録商標の抹消、又

はその商標の指定商品の一部における登録の

抹消を申請する場合、当該登録商標権又は当

該登録商標権の当該指定商品の一部における

効力は、商標局がその抹消請求を受け取った

日より失効する。 

３．登録商標が抹消された場合、元「商標

登録証」は失効する。指定商品の一部におけ

る登録商標の登録が抹消された場合、商標局

が商標局はもとの「商標登録証」に注釈を加

えて返還し（又は新しい「商標登録証」を発

行し）、それを公告する。 

追加    
第七章    団体商標と証明商標、地理的表示

の登録と使用    

第三条第二、三項、第十六条 第九十条 

この法律にいう団体商標とは、団体、

協会又はその他の組織の名義で登録さ

れ、当該組織の構成員が商業活動の使用

に供し、これを使用する者が当該組織の

構成員資格を表示する標識のことを言

う。 

この法律でいう証明商標とは、監督能

力を有する組織の管理下にある特定の商

品又は役務に使用するものであって、か

つ当該組織以外の企業又は個人がその商

品又は役務に使用し、同商品又は役務の

原産地、原材料、製造方法、品質又はそ

の他の特定な品質を証明するために用い

る標識をいう。 

団体商標、証明商標の登録、管理に関

する特別事項は国務院の工商行政管理部

門により定める。 

商標は商品の地理的表示を含むもので

あって、その商品の出所が同表示に示さ

れた地域ではなく公衆を誤認させる場

合、その登録を拒絶しかつその使用を禁

[団体商標の概念] 団体商標とは、団体、協

会又はその他の組織の名義で登録され、当該

組織の構成員が商業活動の使用に供し、これ

を使用する者が当該組織の構成員資格を表示

する標識のことを言う。 

２．[証明商標の概念] 証明商標とは、監督

能力を有する組織の管理下にある特定の商品

又は役務に使用するものであって、かつ当該

組織以外の企業又は個人がその商品又は役務

に使用し、同商品又は役務の原産地、原材料、

製造方法、品質又はその他の特定な品質を証

明するために用いる標識をいう。 

３．この章に別途定めるものを除き、この

法律のその他の規定は団体商標、証明商標、

地理的表示の登録と保護に適用する。 



 28 

止する。但し、既に善意によって登録し

たものは存続する。 

前項にいう地理的表示とは、某商品の

出所が某地域であって、同商品の特定の

品質、信用又はその他の特徴が、主に同

地域の自然的要素又は人文的要素によっ

て決められることを示す標識をいう。 

条例第六条 第九十一条[地理的表示の正当使用] 

    地理的表示が証明商標として登録された場

合には、その商品が当該地理的表示の使用条

件を満たす自然人、法人又はその他の組織は、

当該証明商標の使用を請求することができ、

当該証明商標を管理する団体はそれを承認し

なければならない。地理的表示が団体商標と

して登録された場合には、その商品が当該地

理的表示の使用条件を満たす自然人、法人又

はその他の組織は、当該地理的表示を団体商

標として登録した団体、協会又はその他の組

織への参加を請求することができ、当該団体、

協会又はその他の組織はその定款により会員

として受け入れなければならない。当該地理

的表示を団体商標として登録した団体、協会

又はその他の組織への参加を請求しない場合

であっても、当該地理的表示中の地名を正当

に使用することができ、係る団体、協会又は

その他の組織はそれを禁止する権利を有しな

い。 

条例第十三条、総局六号令 第九十二条[団体商標登録出願] 

 団体商標の登録を出願するとき、主体資格

証明書類と使用管理規則を付し、当該団体組

織の構成員の名称と住所を説明するものとす

る。地理的表示をもって団体商標の登録を出

願するとき、その地理的表示を使用する商品

の特定品質に対する監督の能力を備えること

を証明する書類を付すことも必要とされる。 

２．地理的表示をもって団体商標の登録を

出願する団体、協会又はその他の組織は、当

該地理的表示に表記された地域範囲内の構成

員によって構成されなければならない。 

総局六号令 第九十三条[証明商標登録出願] 

    団体商標の登録を出願するとき、主体資格

証明書類、使用管理規則、及び当該証明商標
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により証明される特定の商品品質に対する監

督の能力を備えることを証明する書類を付さ

なければならない。 

総局六号令 第九十四条[地理的表示登録出願] 

  地理的表示をもって団体商標、証明商標の

登録を出願するとき、当該地理的表示に表記

される地域を管轄する人民政府又は業種主管

部門による批准文書も付さなければならな

い。 

２．外国人又は外国企業が地理的表示をも

って団体商標、証明商標を登録出願する場合、

出願人はその名義で当該地理的表示が所属国

で法的に保護されている証明書を提出しなけ

ればならない。 

総局六号令 第九十五条[地理的表示出願書類] 

 地理的表示をもって団体商標、証明商標の

登録を出願するとき、出願書類に次に掲げる

内容を明記しなければならない。 

 （一）当該地理的表示の示す商品の特定の

品質、信用又はその他の特徴 

（二）当該商標の特定の品質、信用又はそ

の他の特徴と当該地理的表示に表記される地

域の自然要素・人文要素との関係 

（三）当該地理的表示に表記される地域の

範囲 

総局六号令 第九十六条 

 団体商標、証明商標として登録を出願する

地理的表示は、当該地理的表示に表記される

地域の名称であることも、また某商品の出所

が当該地域であることを表明できるその他の

可視的標識であることもできる。 

２．前項にいう地域は当該地域の現在の行

政区画の名称、範囲と完全一致する必要はな

い。 
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総局六号令 第九十七条[公告及び変更公告] 

  団体商標、証明商標の公告内容は、当該商

標の使用管理規則の全文又は摘要を含むもの

とする。 

 ２．団体商標、証明商標の登録者が使用管

理規則についていかなる改正を行っても、商

標局に審査・許認可のために報告しなければ

ならず、かつその改正は公告の日から発効す

るものとする。 

３．団体商標登録者の構成員に変動があっ

たとき、登録者が商標局に登録事項の変更を

申請し、商標局により公告するものとする。 

総局六号令 第九十八条   

 団体商標、証明商標を譲渡する場合、譲受

人はそれに応じた主体資格と監督・検査の能

力を備えなければならない。 

２．団体商標、証明商標が移転された場合、

権利の引受人はそれに応じた主体資格と監

督・検査の能力を備えなければならない。 

総局六号令 第九十九条  

  団体商標登録者の団体構成員は、当該団体

商標使用管理規則による所定の手続きを履行

した後、当該団体商標を使用することができ

る。 

 ２．団体商標は団体構成員以外のものに許

諾使用してはならない。 

総局六号令 第百条[証明商標許諾届け出] 

     証明商標登録者が他人にその商標の使用を

許諾するとき、商標局に届け出することがで

き、商標局がこれを公告する。（届け出及び公

告の効力は商標使用許諾契約と同等である） 

総局六号令 第百一条[証明商標の取消] 

 証明商標使用管理規則の規定による要件を

満たすいかなるものは、当該証明商標使用管

理規則による所定の手続きを履行した後、当

該証明商標を使用することができ、登録者は

拒絶してはならないできない。 

２．証明商標の登録者は自ら提供する商品

に当該証明商標を使用してはならない。 
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新規追加 第百二条[証明商標の取消] 

 証明商標登録者に次に掲げる行為の一があ

る場合、何人も商標評審委員会に当該証明商

標の取消を請求することができる。 

商標の使用を管理しなく、又は合法的に管

理できない。 

当該証明商標に係るいかなる商品又は役務

の生産又は販売をすること。 

（一）当該証明商標を証明以外の目的への

使用を許諾する 

（二）差別視の態度で、当該証明商標の使

用基準又は要件を満たす如何なる人の商品又

は役務に対する証明の提供又は継続提供を拒

絶する。（米商標法第１４条を引用） 

総局六号令 第百三条[使用証の発行] 

  団体商標を使用するとき、登録者は使用者

に「団体商標使用証」を発行するものとする。

証明商標を使用するとき、登録者は使用者に

「証明商標使用証」を発行するものとする。 

２．団体商標、証明商標の登録、管理に関

する特別事項は国務院の工商行政管理部門に

より別途定める。 

追加    第八章    商標の国際登録    

総局七号令 第百四条[商標国際登録の概念] 

    この法律で商標の国際登録とは、「商標の国

際登録に関するマドリッド協定」（以下「マド

リッド協定」と略称）、「商標の国際登録に関

するマドリッド協定についての議定書」（以下

「マドリッド議定書」と略称）及び「商標の

国際登録に関するマドリッド議定書・共通規

則及び実施細則」（以下「共同実施細則」と略

称）による商標の国際登録を言う。    

総局七号令 第百五条  [適用範囲] 

 この法律は中国を本国官庁とする商標国際

登録出願、中国を領域指定とした出願または

その他関係する出願に適用する。 

２．本章に異なる規定があるものを除き、

この法律のその他の規定は商標の国際登録と

保護に適用する。 
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総局七号令 第百六条 

    商標の国際登録を出願する場合、中国の加

盟した関係国際条約に基づき商標局を通じて

行わなければならない。 

総局七号令 第百七条[本国官庁出願] 

 中国を本国官庁として商標の国際登録出

願する場合、中国に現実かつ真正の工業上も

しくは商業上の営業所、または中国に住所を

有し、または中国の国籍を持たなければなら

ない。 

総局七号令 第百八条[国際登録出願] 

 第 条に規定する商標国際登録出願人の資

格を有し、その商標が商標局において登録さ

れている場合には、マドリッド協定に基づい

て当該商標の国際登録を出願することができ

る。  

２．第 条に規定する商標国際登録出願人

の資格を有し、その商標が商標局に登録され

ている又は商標局に出願されている場合に

は、マドリッド議定書に基づいて当該商標の

国際登録を出願することができる。 

総局七号令 第百九条[出願方式] 

 出願人又はその委託する商標代理組織は、

直接商標局にて願書を提出することができる

とともに、郵送によることもできる。 

総局七号令 第百十条[登録出願事後事項] 

 マドリッド協定に関係する商標の国際登録

の事後指定、放棄、抹消などの手続きは商標

局を通じて行う。マドリッド協定に関係する

商標国際登録の譲渡、削減、登録者名義また

は住所変更、代理人名義または住所変更、更

新などの手続きは商標局を通じて行うことが

できるとともに、世界知的所有権機関国際事

務局（以下「国際事務局」と略称）にて直接

行うこともできる。 

２．マドリッド議定書に関係する商標国際

登録の事後指定、譲渡、削減、放棄、抹消、

登録者名義または住所変更、代理人名義また

は住所変更、更新などの手続きは商標局を通

じて行うことができるとともに、直接国際事

務局にて行うこともできる。 
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総局七号令 第百十一条[出願日] 

 商標局が商標国際登録の出願書類を受領し

た日を出願日とする。 

２．商標の国際登録出願が所定の通り記載

されていない場合には、商標局は出願書類を

返却し、出願日を保留しない。 

総局七号令 第百十二条[領域指定した出願の拒絶] 

    中国を領域指定した出願に対して、商標

局が国際事務局に職権によりこれを拒絶した

旨を通知した後、再び国際事務局に対してそ

の拒絶の確認を行わない。 

総局七号令 第百十三条[商標異議] 

 世界知的所有権機関が「国際商標公告」を

出版した翌月１日より３月以内に、いかなる

者も当該公告に掲載された中国を領域指定と

する出願に対して、商標局に異議申し立てす

ることができる。 

２．一件の異議申し立ては、一類の商品ま

たは役務を指定することができるとともに、

二つまたは二つ以上の商品または役務を指定

することもできる。  

総局七号令 第百十四条[団体・証明商標の領域指定] 

 中国を領域指定とする団体商標若しくは証

明商標の出願人は、当該商標が世界知的所有

権機関国際事務局の国際登録原簿に登録され

た日から３月以内に、商標代理組織を通じ、

関係規定に従って商標局に主体資格証明、商

標使用管理規定、及びその他の証明書類を送

付しなければならない。 

２ 上述の３月以内に主体資格証明、商標

使用管理規定、及びその他の証明書類を送付

しなかった場合には、商標局は当該団体商標

または証明商標の領域指定を拒絶する。 

総局七号令 第百十五条 

    中国を指定領域とした出願人が、その商標

の国際登録をもって中国で既に登録されてい

る商標を代替する場合、その国際登録は中国

における既登録商標の権利に影響を与えな

い。 

総局七号令 第百十六条[商標保護証明] 

    中国での保護を指定した国際登録商標は、
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その商標の拒絶期間満了後、商標代理組織に

委託し、当該商標が中国で保護を受けている

ことを示す証明書類の発行を商標局に申請す

ることができる。 

第六章    商標使用の管理 第九章    商標使用管理    

条例第三十七条 第百十七条[商標登録記号] 

 登録商標を使用する場合、商品、商品の包

装、使用説明書、又はその他の付随するもの

に「登録商標」又は登録記号を表記すること

ができる。 

２．登録記号は（注の外を○で囲んだもの）

と（Ｒの外を○で囲んだもの）を含む。登録

記号は商標の右上又は右下に表記するものと

する。 

条例第三十八条 第百十八条[商標登録証の再交付] 

 「商標登録証」を遺失し又は破損した場合、

商標局に再交付を申請しなければならない。

「商標登録証」を遺失した時は、「商標公告」

に遺失声明を掲載しなければならない。破損

した「商標登録証」は再交付申請を提出する

と同時に、商標局に返納しなければならない。 

２．「商標登録証」を偽造又は変造した場合、

刑法の国家機関証明文書偽造、変造罪又はそ

の他の罪に関する規定に照らして、法律に基

づき刑事責任を追及する。     

第六、四十七条、条例第四条、第四十二

条 

第百十九条[強制登録] 

国が登録商標を使用すべき旨を定め

た商品については、商標登録出願をしな

ければならない。登録が未だ認められて

いないときは、市場で販売することがで

きない。 

この法律第六条の規定に違反してい

るときは、地方の工商行政管理部門は期

間を定めて登録出願を命じ、かつ罰金を

科すことができる。 

国家法律、行政法規の規定により登録商標

を使用しなければならない商品は、商標登録

出願をしなければならない。登録が認められ

ていないものは、市場で販売してはならない。 

２．前項の規定に違反したものについては、

違法者の所在地にある県級以上の工商行政管

理部門が改正を命じ（又は販売中止を命じ）、

かつ違法売上額の１０％以下又は５万元以下

の過料を貸すことができる。 

第四十八条、条例第四十二条 第百二十条[違法使用行為の管理] 

登録されていない商標を使用し、下記の

各号の行為の一つがあるときは、地方の

工商行政管理部門はこれを差止め、期間

下記の各号の行為の一があるものは、行為

者の所在地にある工商行政管理局が是正を命

じ、かつ５万元以下の過料を貸すことができ
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を定めて是正させ、かつ警告又は罰金を

科すことができる。 

（一） 登録商標と偽っているとき 

（二） この法律第十条の規定に違反して

いるとき 

（三） 粗製濫造し、品質を偽り、消

費者を欺いているとき 

る。 

（一）[登録商標詐称]商標登録者がその登

録商標について実質的な変更を行いかつ登録

商標の記号を表記し、又は認可されていない

商品又は役務に登録商標を使用し、又は未登

録の商標を使用し他人に登録商標と誤認させ

るもの 

（二）この法律第十条（使用禁止条項）、第

十四条第一項、第十八条の規定に違反して使

用するもの 

第四十五条、条例第四十二条 第百二十一条[登録商標管理] 

登録商標を使用するものであって、そ

の商品が粗製濫造され、品質を偽り、消

費者を欺瞞するものは、各級の工商行政

管理部門は、それぞれの状況に応じて、

期間を定めて是正を命じ、違反行為公開

の処罰又は過料を科し、又は商標局を通

じてその登録商標を取消すことができ

る。 

登録商標を使用するものであって、その商

品が粗製濫造され、品質を偽り、消費者を欺

瞞するものは、各級の工商行政管理部門が、

情況に応じて是正を命じ、違反行為を公開す

るものとし、かつ非法売上額の２０％以下の

過料を科す又は商標局を通じてその登録商標

を取消すことができる。    

第四十条第一款 第百二十二条[商標使用許諾方式] 

商標登録者は商標使用許諾契約を締結

することで他人にその登録商標を使用す

ることを許諾することができる。許諾者

は被許諾者がその登録商標を使用する商

品の品質を監督しなければならない。被

許諾者はその登録商標を使用する商品の

品質を保証しなければならない。 

商標登録者は商標使用許諾契約を締結する

ことで他人にその登録商標を使用することを

許諾することができる。 

（新規追加：司法解釈）商標使用許諾方式は

主に次の各号を含む。 

（一）独占使用許諾とは、商標登録者が取

り決めた期間、地区で取り決めた方式により、

その登録商標の使用を一人の被許諾人だけに

許諾し、取り決めによって商標登録者は当該

登録商標を使用することができない。 

（二）排他的使用許諾とは、商標登録者が

取り決めた期間、地区で取り決めた方式によ

り、その登録商標の使用を一人の被許諾人だ

けに許諾し、取り決めによって商標登録者は

当該登録商標を使用することができるが、さ

らに第三者に当該登録商標の使用を許諾する

ことができない。 

（三）一般使用許諾とは、商標登録者が取

り決めた期間、地区で取り決めた方式により、

その登録商標の使用を他人に許諾し、かつ自

ら当該登録商標を使用することや、他人に当

該登録商標の使用を許諾することができる。 
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第四十条第一、三款 第百二十三条[許諾届け出の申請] 

商標登録者は商標使用許諾契約を締結

することで他人にその登録商標を使用す

ることを許諾することができる。許諾者

は被許諾者がその登録商標を使用する商

品の品質を監督しなければならない。被

許諾者はその登録商標を使用する商品の

品質を保証しなければならない。 

３．商標使用許諾の契約は商標局に届

出なければならない。 

商標使用許諾の契約は商標局に届け出し、

商標局により公告することができる。 

（新規追加）商標使用許諾届け出を申請す

るとき、許諾者と被許諾者は共同して商標局

に申請を提出するものとする。申請の手続き

は許諾者により行う。 

許諾者は被許諾者がその登録商標を使用す

る商品の品質を監督しなければならない。被

許諾者はその登録商標を使用する商品の品質

を保証しなければならない。 

新規追加 第百二十四条 [許諾届け出の効力] 

  商標使用許諾の届け出をしていないもの

は、その許諾契約の効力に影響を与えない。

ただし、契約当事者が別途定めがあるものは

除く。 

２．登録商標の譲渡は、譲渡前に発行した

使用許諾契約の効力に影響を与えない。ただ

し、契約当事者が別途定めがあるものは除く。 

３．商標使用許諾が商標局での届け出をし

ていないものは、善意の第三者に対抗しては

ならない。 

新規追加 第百二十五条 [権利抵当] 

 商標権を質権設定にするとき、質権設定者

と質権者は共同して商標局で質権設定登記を

行うものとする。登録者は質権者の許諾無し

に商標使用許諾を譲渡する又は他人と新しい

商標使用許諾契約を締結することができな

い。 

２．登録商標を訴訟保全の標的とされたと

き、人民法院は商標局に執行協力を求める旨

を通知することができる。訴訟保全期間にお

いて、登録者は商標使用許諾を譲渡する又は

他人と新しい商標使用許諾契約を締結するこ

とができない。 

第四十条第二項、条例第四十四条 第百二十六条[被許諾人による使用] 

許諾により他人の登録商標を使用する

ときは、その登録商標を使用する商品に

被許諾者の名称及び商品の生産地を明記

しなければならない。 

 

許諾により他人の登録商標を使用するとき

は、その登録商標を使用する商品に被許諾者

の名称及び商品の生産地を明記するものとす

る。被許諾者の名称と商品の生産地を明記し

ていないものについては、許諾者又は被許諾

者の所在地にある工商行政管理部門が是正を
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命じ、その商標標識を差し押さえ、かつ５万

元以下の過料を科すことができる。商標標識

と商品が分割しにくい場合は、一緒に差し押

さえ廃棄処分する。 

新規追加 第百二十七条[ＯＥＭ加工の管理] 

 ＯＥＭ加工とは企業が委託者の委託を受け

て他人の登録商標の付いた商品を生産し、商

品は全部で委託人に交付し、商品加工料だけ

を受け取る行為をいう。    

２．ＯＥＭ加工企業はその加工商品に加工

企業の名称と住所を表記するものとする。表

記していないものについては、工商行政管理

部門が是正を命じるものとし、かつ５万元以

下の過料を科すことができる。 

第七章        登録商標専用権の保護 第十章    商標権の保護    

第五十一条 第百二十八条 [商標権の範囲] 

登録商標の専用権は、登録を許可され

た商標及び使用を認可された商品に限ら

れる。 

商標権は、登録を許可された商標及び使用

を認可された商品に限られる。 

第五十二条、条例第五十条及司法解釈 第百二十九条 [商標権侵害行為] 

下記の各号の行為の一つがあるもの

は、登録商標専用権の侵害とする。 

（一）商標登録者の許諾なしに、同一

の商品又は類似の商品にその登録商標と

同一又は類似する商標を使用するもの 

（二）登録商標専用権を侵害する商品

を販売するもの 

（三）無断で他人の登録商標の標章を

偽造、無断で製造された登録商標の標章

を販売するもの 

（四）商標登録者の許諾を得ずにその

登録商標を取替え、さらに商標を取り替

えた商品を再び市場に流通させるもの 

（五）他人の登録商標専用権にその他

の損害を与えるもの 

下記の各号の行為の一つがあるものは、商

標権侵害行為を構成する。 

（一）商標登録者の許諾なしに、同一の商

品又は類似の商品にその登録商標と同一又は

類似する商標を使用し、混同を引き起こす恐

れがあるもの 

（二）登録商標権を侵害する商品を販売す

るもの 

（三）他人の登録商標標識と同一又は類似

する商標標識の偽造、無断製造を行い、又は

偽造、無断製造された他人の登録商標標識と

同一又は類似する標識を販売するもの 

（四）商標登録者の許諾を得ずにその登録

商標を取替え、さらに商標を取り替えた商品

を再び市場に流通させるもの 

（五）同一又は類似の商品において、他人

の登録商標と同一又は類似した標識を商品名

称又は商品の装飾として使用し、公衆に誤解

させるもの。 

（六）他人の商標権を侵害する行為のため

に故意に倉庫、運輸、郵送、隠匿、加工、生
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産道具、生産技術又は経営場所など便宜を図

るもの 

（七）他人の登録商標と同一又は類似する

文字を企業の商号として同一又は類似の商品

に使用し、又はその他の方法でその標識の効

果を強調して使用し、関連公衆に誤認させる

恐れがあるもの 

（八）他人により登録された馳名商標又は

その主要部分を複製、模倣、翻訳して同一で

ない又は類似でない商品に商標として使用

し、公衆に誤解させるものであって、当該馳

名商標登録者に損失をもたらす恐れのあるも

の 

（九）他人の登録商標と同一又は類似の文

字をドメインネームとして登録し、そのドメ

インネームをもって関連商品の宣伝又は商品

の電子商取引を行い、関連公衆に誤解させる

恐れのあるもの 

（十）他人の登録商標専用権にその他の損

害を与えるもの 

条例第五条、総局五号令 第百三十条[管理による馳名商標の認定] 

商標管理事務において、当事者は他人

が使用している商標が商標法第十三条に

規定する状況にあると認識し、その著名

商標の保護を請求する場合、事件発生地

（市、州以上）の工商行政管理部門に書

面による使用禁止請求を提出し、且つそ

の商標が著名であることを証明する資料

を提出することができる。それと同時に、

所在地の省級の工商行政管理部門にその

写し報告しなければならない。 

 商標管理において、商標登録者がその商標

が馳名商法であると認識し、地方の工商行政

管理部門に対して他人の使用を禁止し又は商

標権を保護することを求めるとき、その商標

が馳名商標である証拠資料を提出するものと

する。地方の工商行政管理部門はその資料を

商標局に送付し、商標局が認定を行う。 

２．人民法院が商標紛争事件の審理におい

て、当事者の請求と事件の具体的情況に応じ、

関係する登録商標が馳名であるか否かについ

て認定を行うことができる。当事者が過去に

認定された馳名商標について保護を求め、相

手側の当事者がその馳名商標について異議が

ない場合、商標局、商標評審委員会、人民法

院は再び審査することはしない。 

追加：各地の工商行政管理部門はその管轄

区で著名商標の認定と保護を行うことができ

る。 

第五十三条、五十四条，条例第五十一条 第百三十一条 [侵害紛争解決ルート] 

本法第五十二条に定める登録商標専用

権を侵害する行為の一つがある場合、当

事者間の協議により解決する。協議しな

この法律第一百二十九条に掲げる登録商標

権侵害の行為の一に該当するものであって、

紛争を起こした場合、当事者間の協議により
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いか、又は協議が成立しない場合には、

商標登録権者又は利害関係人は人民法院

に訴えを提起でき、また工商行政管理部

門に処理を請求することができる。工商

行政管理部門が権利侵害行為と認めた場

合、即時に侵害行為の停止を命じ、権利

侵害商品及び権利侵害商品の製造のため

に使用する器具を没収、廃棄処分し、か

つ罰金を科すことができる。当事者は処

理に不服があるときは、処理通知を受け

取った日から１５日以内に「中華人民共

和国行政訴訟法」により人民法院に訴え

を提起することができる。権利侵害人が

期間内に訴訟を提起せず、かつ決定を履

行しないときは、工商行政管理部門は人

民法院に強制執行を請求することができ

る。処理を担当する工商行政管理部門は

当事者の請求により、商標専用権侵害の

賠償金額について調停することができ

る。調停が不調の場合、当事者は「中華

人民共和国行政訴訟法」により人民法院

に訴えを提起することができる。  

登録商標専用権を侵害する行為に対し

て、工商行政管理部門は法律より調査、

処分を行う権限を有する。犯罪の疑いが

ある場合、直ちに司法機関移送し法によ

り処理する。 

解決する。協議しない又は協議が成立しない

場合には、商標登録権者又は利害関係者は工

商行政管理部門の処理を請求することもで

き、人民法院に直接提訴することもできる。 

商標権侵害の行為について、何人も工商行

政管理部門に苦情を申し出る又は告発するこ

とができる。 

新規追加 第百三十二条[権利侵害の自ら協議] 

 商標登録者又はその利害関係者が工商行政

管理機関に苦情を申し出て、かつ受理された

商標権侵害案件について、受理機関が行政処

理の決定を出す前に自ら協議することになっ

た場合、苦情を申し出た人は受理機関に対し

て書面により苦情の申し出を取り下げること

ができる。受理機関は実情に応じて案件に係

る当事者の行政・法的責任を引き続き追及す

るか否かを決めることができる。 

２．工商行政管理機関が職権により商標権

侵害案件を摘発し、当該案件を受理した後ま

だ行政処理の決定を出していないときに、案

件に係る当事者が協議による解決を請求した

場合、受理機関は前項の規定を参照して処理

する。 
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新規追加 第百三十三条 [協議解決が適用しない情況] 

 当事者の協議による解決は次に掲げる紛争

に適用しない。 

（一）商標権侵害行為により消費者の利益

に重大な損失をもたらしたもの 

商標詐称の行為が深刻で行為者の刑事的責任

を追及するべきであるもの 

（二）商標権紛争案件により社会に悪影響

を与えたもの 

（三）協議による解決が適用しないその他

の情況 

第五十三条、条例五十二条 第百三十四条 [権利侵害の行政責任] 

 第一百二十九条第（一）号から第（六）号

の規定に違反したものは、工商行政管理部門

が権利侵害者に対して直ちに侵害行為を停止

するよう命じ、侵害商品と侵害商品の生産、

登録商標標識の偽造に専用する道具を没収

し、かつ非法売上額の５倍以下の過料を科す

ことができる。非法売上額を算出できないも

のは、５０万元以下の過料を科す。 

条例第四十五条 第百三十五条[他人の馳名商標の使用禁止] 

         第一百二十九条第（七）号から第（十）号

の規定に違反したものは、工商行政管理部門

が行為者に使用の停止を命じ、その侵害標識

を差し押さえて廃棄処分し、かつ５万元以下

の過料を科すことができる。侵害標識と商品

とが分割しにくい場合は、一緒に差し押さえ

て廃棄処分する。 

新規追加  司法解釈 第百三十六条[非法売上額の算出] 

 非法売上額とは行為者が生産、製造、加工、

選別または販売するすべての違法商品の価値

をいう。売り出した違法商品の価値は実際の

販売価格により算出し、まだ売り出していな

い違法商品の価値は値札の価格又は調査で確

認した違法商品の平均販売価格により算出す

る。 

２．役務商標権侵害の非法売上額とは、権

利侵害者が侵害期間において侵害行為により

生じた売上額をいう。 

３．広告をしただけで、商品の経営又は役

務の提供をしていないものは、広告費により

非法売上額を算出する。侵害商品に係る領収
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書又は役務提供に係る領収書だけがあり、そ

の製品又は役務履行の証拠を発見しなかった

ものは、領収書の金額により非法売上額を算

出する。（新規追加） 

４．他人の登録商標専用権を侵害した案件

について、侵害商品に値札価格がない又は実

際の販売価格を確認できないものは、この法

律にいう、非法売上額が算出できない情況に

該当する。（新規追加） 

５．行政処理機関の受理した日から二年以

内に侵害者が繰り返し実施した侵害行為であ

って、行政処理を受けていないものについて、

非法売上額は累計で算出する。（新規追加） 

新規追加 第百三十七条[案件中止] 

 次に掲げる各号の一に該当するとき、工商

行政管理機関は案件の処理を中止することが

できる。 

（一）案件に係る当事者が契約（有効な協

議書）における商標許諾使用の内容について

争議があるもの 

（二）案件に係る登録商標の争議は商標評

審委員会又は人民法院で審理中で、案件の性

質の判断に影響を与え得るもの 

（三）商標が更新の延長期間にあるもの 

（四）同一の事実による商標紛争が人民法

院で審理されているもの 

（五）案件処理を中止できるその他の情況 

第五十五条一款  第百三十八条[行政職権] 

県級以上の工商行政管理部門は違法の

疑いのある証拠又は通報により、他人の

登録商標専用権への侵害に疑義のある行

為に対して取り調べをする際、以下の職

権を行使することができる。 

（一） 当事者を尋問し、他人の登録商

標専用権の侵害に関する状況を取り調べ

る 

（二） 当事者の侵害行為に係る契約、

領収書、帳簿及びその他の資料を閲覧、

複製する 

（三） 他人の登録商標専用権を侵害す

る行為に疑いのある場所を現場検証する 

（四） 侵害行為に係る物品を検査し、

他人の登録商標専用権を侵害する物品で

県級以上の工商行政管理部門は他人の商標

権への侵害に疑義のある行為に対して取り調

べをする際、以下の職権を行使することがで

きる。 

（一）当事者を尋問し、他人の商標権の侵

害に関する状況を取り調べる 

（二）当事者の侵害行為に係る契約、領収

書、帳簿及びその他の資料を閲覧、複製する 

（三）他人の商標権を侵害する行為に疑い

のある場所を現場検証する 

（四）侵害行為に係る物品を検査し、他人

の商標権を侵害する物品であることを証拠に

より証明した場合、これを封印し又は差し押

さえることができる 
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あることを証拠により証明した場合、こ

れを封印し又は差し押さえることができ

る 

第五十五条第二款 第百三十九条    

工商行政管理部門が前項に基づき職権

を行使する場合、当事者はこれに協力し、

拒絶、妨害してはならない。 

工商行政管理部門が法に基づき前項の規定

による職権を行使する場合、当事者はこれに

協力するものとする。工商行政管理部門の公

務執行を拒絶、妨害するものについては、そ

の行為を一般公開し、かつ５万元以下の過料

を科すことができる。 

追加：工商行政管理部門により差し押さえ

られた物品を隠匿、移動、売却、破壊した場

合、隠匿、移動、売却、破壊された物品の商

品価値金額と同額以上三倍以下の過料を課

し、違法所得がある場合、違法所得の没収を

併科する。（製品品質法第６３条） 

追加 第百四十条[商標局による取消の再審] 

  当事者が、商標局によるこの法律第 条、

第 条の規定に基づきその登録商標を取消す

決定に不服がある場合、当該決定を受け取っ

た日から１５日以内に国家工商行政管理総局

に再議を請求し、又は取消決定を受け取った

日から３０日以内に商標局の所在地にある人

民法院に直接行政訴訟を提起することができ

る。 

第五十三条 第百四十一条[行政と司法救済] 

本法第五十二条に定める登録商標専用

権を侵害する行為の一つがある場合、当

事者の協議により解決する。協議しない

か、又は協議が成立しない場合には、商

標登録権者又は利害関係人は人民法院に

訴えを提起でき、また工商行政管理部門

に処理を請求することができる。工商行

政管理部門が権利侵害行為と認めた場

合、即時に侵害行為の停止を命じ、権利

侵害商品及び権利侵害商品の製造のため

に使用する器具を没収、廃棄処分し、か

つ罰金を科すことができる。当事者は処

理に不服があるときは、処理通知を受け

取った日から１５日以内に「中華人民共

和国行政訴訟法」により人民法院に訴え

を提起することができる。権利侵害者が

当事者は工商行政管理機関によるこの法律

に基づく行政処理の決定に不服があるとき、

処理通知を受け取った日から６０日以内に

「中華人民共和国行政再議法」の規定により

一級上の工商行政管理部門に再議を請求する

ことができるほか、処理決定を受け取った日

から６０日以内に「中華人民共和国行政訴訟

法」（同法では三ヶ月）により人民法院に訴え

を提起することができる。権利侵害者が期間

内に訴訟を提起せず、かつ決定を履行しない

ときは、工商行政管理部門は人民法院に強制

執行を請求することができる。 

２．処理を担当する工商行政管理部門は当

事者の請求により、商標権侵害の賠償金額に

ついて調停することができる。調停が不調の

場合、当事者は「中華人民共和国民事訴訟法」
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期間内に訴訟を提起せず、かつ決定を履

行しないときは、工商行政管理部門は人

民法院に強制執行を請求することができ

る。処理を担当する工商行政管理部門は

当事者の請求により、商標専用権侵害の

賠償金額について調停することができ

る。調停が不調の場合、当事者は「中華

人民共和国民事訴訟法」により人民法院

に訴えを提起することができる。 

により人民法院に訴えを提起することができ

る。 

第五十六条 第百四十二条[民事賠償] 

商標専用権侵害の損害賠償額は、侵害

者が侵害した期間に侵害により得た利益

又は被侵害者が侵害された期間に侵害に

より受けた損失とし、被侵害者が侵害行

為を抑止するために支払った合理的支出

を含む。 

２．前項にいう侵害者が侵害により得

た利益、又は被侵害者が侵害により受け

た損失を確定することが困難な場合に

は、人民法院が権利侵害行為の情状によ

り５０万元以下の損害賠償を命ずる。 

３．登録商標専用権侵害の製品である

ことを知らず善意により販売した場合、

当該商品を合法的に取得したことを証明

でき、かつ提供者の情報を提供した場合

には、損害賠償の責を負わない。 

故意又は過失により商標権を侵害した場

合、侵害者が賠償の責任を負うものとする。

商標権侵害の損害賠償額は、侵害者が侵害し

た期間に侵害により得た利益又は被侵害者が

侵害された期間に侵害により受けた損失と

し、被侵害者が侵害行為を抑止するために支

払った合理的支出を含む。 

２．前項にいう侵害者が侵害により得た利

益、又は被侵害者が侵害により受けた損失を

確定することが困難な場合には、人民法院が

権利侵害行為の情状により５０万元以下の損

害賠償を命ずる。 

３．登録商標権侵害の製品であることを知

らずに販売した場合、当該商品を合法的に取

得したことを証明でき、かつ提供者の情報を

提供した場合には、損害賠償の責を負わない。 

追加：侵害者が他人の連続三年使用してい

ない登録商標権を侵害した場合、賠償の責を

負わない。他人の使用したことがない商標で

あって三年になっていない商標権を侵害した

場合、侵害を抑止するための合理的支出を賠

償する。 

司法解釈 第百四十三条[合理的支出] 

 侵害を抑止するための合理的支出には、権

利者または委託代理人が侵害行為に対する調

査、証拠取得を行うための合理的費用を含む。 

 ２．人民法院は当事者の訴訟請求および案

件の具体的情況に基づいて、国の関係部門の

規定に合致する弁護士費用を賠償範囲に算入

することができる。 
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新規追加 第百四十四条[侵害物品とその処理] 

 権利侵害標識を一部の商品に付くことを証

拠により証明した場合には、当該権利侵害商

標標識を侵害商品とみなし、没収し廃棄処分

を行うものとする。 

２．侵害商品について、侵害商標を取り除

くことができないものは廃棄処分を行い、侵

害商標を取り除くことができかつ商品が利用

できるものは、侵害商標を取り除き、関係商

品は社会公益事業に利用する又は法に基づく

競売で侵害者以外の者の自家用に提供するこ

とに限られる。 

条例第五十三条 第百四十五条[商標と企業名称] 

    商標登録人は、他人が自分の馳名商標を企

業名称として登録し、公衆を欺瞞し又は公衆

に誤認させる恐れがあると考える場合、企業

名称登記の主管機関に当該企業名称の登録の

取消しを請求することができる。企業名称登

記主管機関は「企業名称登記管理規定」に基

づき処理する。 

第五十七条 第百四十六条[財産と行為の保全] 

商標権者又は利害関係者は、他人がそ

の商標専用権の侵害行為を行っているか

又はまさに行おうとしていることを証明

する証拠を有しており、これを直ちに制

止しなければ、その合法的権益に回復し

がたい損害を被る恐れがある場合には、

訴えを提起する前に、人民法院に関係行

為の停止を命じ財産の保全措置を採るよ

う請求することができる。 

２．人民法院は前項の請求を処理する

にあたり、「中華人民共和国民事訴訟法」

第九十三条から第九十六条及び第九十九

条の規定を適用する。 

商標権者又は利害関係者は、他人がその商

標権の侵害行為を行っているか又はまさに行

おうとしていることを証明する証拠を有して

おり、これを直ちに制止しなければ、その合

法的権益に回復しがたい損害を被る恐れがあ

る場合には、訴えを提起する前に、人民法院

に関係行為の停止を命じ財産の保全措置を採

るよう請求することができる。 

２．人民法院は前項の請求を処理するにあ

たり、「中華人民共和国民事訴訟法」第九十三

条から第九十六条及び第九十九条の規定を適

用する。 

第五十八条 第百四十七条[証拠保全] 

侵害行為を差止めるために、証拠が消

滅する可能性がある又は今後の入手が困

難である場合には、商標権者又は利害関

係者は訴えを提起する前に人民法院に証

拠の保全を請求することができる。 

２．人民法院は請求を受け取った後、

４８時間以内に裁定を下さなければなら

侵害行為を差止めるために、証拠が消滅す

る可能性がある又は今後の入手が困難である

場合には、商標権者又は利害関係者は訴えを

提起する前に人民法院に証拠の保全を請求す

ることができる。 

２．人民法院は請求を受け取った後、４８

時間以内に裁定を下さなければならない。保
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ない。保全措置を採るように裁定したも

のについては直ちに執行しなければなら

ない。 

３．人民法院は請求人に担保の提供を

命じることができる。請求人が担保を提

供しない場合には、その請求を却下する。 

４．人民法院が保全措置を採用してか

ら１５日以内に請求人が提訴しなかった

場合、人民法院は保全措置を解除しなけ

ればならない。 

全措置を採るように裁定したものについては

直ちに執行しなければならない。 

３．人民法院は請求人に担保の提供を命じ

ることができる。請求人が担保を提供しない

場合には、その請求を却下する。 

４．人民法院が保全措置を採用してから１

５日以内に請求人が提訴しなかった場合、人

民法院は保全措置を解除しなければならな

い。 

第五十九条 第百四十八条[商標刑事犯罪]  

商標登録者の許諾なしに、同一商品に

その登録商標と同一の商標を使用し、犯

罪を構成する場合には、被侵害者の損失

を賠償する外に、法により刑事責任を追

求する。 

２．他人の登録商標標識を偽造し、無

断で製造し、若しくはその偽造し、無断

で製造した登録商標標識を販売するもの

であって犯罪を構成する場合には、被侵

害者の損失を賠償する外に、法により刑

事責任を追及する。 

３．登録商標を詐称した商品と知りな

がら販売するものであって犯罪を構成す

る場合には、被侵害者の損失を賠償する

外に、法により刑事責任を追及する。 

商標登録者の許諾なしに、同一商品にその

登録商標と同一の商標を使用し、犯罪を構成

する場合には、被侵害者の損失を賠償する外

に、法により刑事責任を追求する。 

２．他人の登録商標標識を偽造し、無断で

製造し、若しくはその偽造し、無断で製造し

た登録商標標識を販売するものであって犯罪

を構成する場合には、被侵害者の損失を賠償

する外に、法により刑事責任を追及する。 

３．登録商標を詐称した商品と知りながら

販売するものであって犯罪を構成する場合に

は、被侵害者の損失を賠償する外に、法によ

り刑事責任を追及する。 

追加    第十一章    回避と監察    

新規追加 第百四十九条   [回避制度] 

 商標局、商標評審委員会の職員であって、

次に掲げる各号の一に該当する者は、回避す

るものとする。当事者又は利害関係者がその

職員の回避を要求することができる。 

（一）当事者又は当事者、代理人の近親で

ある 

（二）当事者、代理人とその他の関係にあ

り、公正な審理に影響を与える恐れがある 

（三）商標登録出願又はその他の商標関連

業務に利害関係がある。 

第六十条 第百五十条   [規律監察規定] 

商標の登録、管理及び再審業務に従事 商標の登録、管理及び再審業務に従事する
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する国家公務員は、私情なく公平に法律

を執行し、廉潔に自らを律し、職務に忠

誠を尽くし、文明的に奉仕しなければな

らない。 

２．商標局、商標評審委員会及び商標

登録・管理、再審業務に従事する国家公

務員は、商標の代理業務及び商品の生産

活動に従事してはならない。 

国家公務員は、私情なく公平に法律を執行し、

廉潔に自らを律し、職務に忠誠を尽くし、文

明的に奉仕しなければならない。 

２．商標局、商標評審委員会及び商標登録・

管理、再審業務に従事する国家公務員は、商

標の代理業務及び商品の生産活動に従事して

はならない。 

第六十一条 第百五十一条    

工商行政管理局は、健全な内部監督制

度を確立し、商標登録、管理及び再審業

務を担当する国家公務員の、法律及び行

政法規の執行に対して、また規律の遵守

についての状況を監督、点検しなければ

ならない。 

工商行政管理局は、健全な内部監督制度を

確立し、商標登録、管理及び再審業務を担当

する国家公務員の、法律及び行政法規の執行

に対して、また規律の遵守についての状況を

監督、点検しなければならない。 

第六十二条 第百五十二条   

商標登録､管理及び再審業務に従事す

る国家公務員は、職務を怠り、職権を濫

用し、情実にとらわれ不正行為を行い、

商標の登録、管理及び再審を違法に処理

し、当事者から財物を受け取り、不正な

利益をむさぼり、犯罪を構成する場合に

は、法により刑事責任を追及する。犯罪

を構成していないものは、法により行政

処分を与える。 

商標登録､管理及び再審業務に従事する国

家公務員は、職務を怠り、職権を濫用し、情

実にとらわれ不正行為を行い、商標の登録、

管理及び再審を違法に処理し、当事者から財

物を受け取り、不正な利益をむさぼり、犯罪

を構成する場合には、法により刑事責任を追

及する。犯罪を構成していないものは、法に

より行政処分を与える。 

第八章    附    則    第十二章    附    則    

条例第十条 第百五十三条[書類受領期日規定] 

 この法律に別途の規定がある場合を除き、

当事者が商標局又は商標評審委員会に提出す

る書類又は資料の提出日について、手交する

場合には、手交日を提出日とし、郵送する場

合には、差出しの消印日を提出日とし、消印

が明らかではなく又は無い場合には、商標局

又は商標評審委員会が実際に受取った日を提

出日とする。但し、当事者が実際の消印日の

証拠を提出する場合にはこの限りでない。 

条例第十一条 第百五十四条 [書類送達期日規定] 

 商標局又は商標評審委員会は、各種書類を

郵送、手交、又はその他の方式によって当事

者に送達することができる。当事者が商標代
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理組織に委託する場合には、書類が代理人に

送達したことにより、当事者に送達したもの

と見なす。 

２．商標局又は商標評審委員会が当事者に

送達する各種書類の送達日について、郵送し

た場合には、受取りの消印日を提出日とし、

消印が明らかではない、消印が無い又は発送

した後に返送されていない場合には、書類を

発送した日より１５日の満了をもって当事者

に送達したものと見なす。手交する場合には、

手交日を提出日とする。書類を郵送又は手交

することができない場合には、公告をもって

当事者に送達することができ、公告を発布す

る日より３０日の満了をもって当事者に送達

したものと見なす。 

条例第五十四条 第百五十五条[役務商標継続使用権] 

 １９９３年７月１日まで継続して使用して

きた役務商標については、同一又は類似する

役務の分類で既に登録された他人の役務商標

と同一又は類似する場合であっても、引き続

き使用することを認める。但し、１９９３年

７月１日より使用を三年以上中断したものは

継続して使用してはならない。 

条例第五十七条 第百五十六条 

 商標局は「商標登録簿」を置き、登録商標

及び関係登録事項を記載する。 

２．商標局は「商標公告」を編集発行し、

商標登録及びその他の関係事項を掲載する。 

条例第五十八条 第百五十七条[商標費用] 

 商標登録出願又はその他の商標関連手続に

ついては、費用を納付しなければならない。

費用納付の項目と基準は、国務院の工商行政

管理部門と国務院の価格主管部門が共同して

制定し、公布する。 
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条例第五十六条 第百五十八条 

 国務院の工商行政管理部門が商標登録用の

商品及び役務分類表を制定し、公布する。 

２．国務院の工商行政管理部門が商標登録

出願及びその他の商標関連業務に係る書式を

制定し、公布する。 

３．（追加）国務院の工商行政管理部門が商

標審査基準を制定し、公布する。 

４．国務院の工商行政管理部門商標評審委

員会の審判規則を制定し、公布する。 

第六十四条、条例第五十九条 第百五十九条   

この法律は、１９８３年３月１日より

施行する。１９６３年４月１０日国務院

が公布した「商標管理条例」は同時に廃

止する。その他の商標管理に関する規定

であってこの法律と抵触するものは、同

時に失効する。 

２．この法律の施行前に既に登録され

た商標は、継続して有効とする。 

この法律は、１９８３年３月１日より施行

する。１９６３年４月１０日国務院が公布し

た「商標管理条例」は同時に廃止する。その

他の商標管理に関する規定であってこの法律

と抵触するものは、同時に失効する。 

２．この法律の施行前に既に登録された

商標は、継続して有効とする。 

 


